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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
  

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．平均臨時雇用者数については、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

  

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期 

決算年月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 

売上高 (百万円) 177,743 189,212 208,883 214,130 245,107 

経常利益 (百万円) 6,684 7,212 10,468 12,932 13,702 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

(百万円) 6,154 6,343 5,799 6,596 7,957 

包括利益 (百万円) 6,755 7,980 6,666 7,531 9,356 

純資産額 (百万円) 94,148 99,131 104,592 110,555 113,992 

総資産額 (百万円) 154,629 162,158 165,274 180,927 184,914 

１株当たり純資産額 (円) 2,220.53 2,397.37 2,528.74 2,673.89 2,861.26 

１株当たり当期純利益 (円) 170.87 176.13 161.01 183.13 223.39 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 51.7 53.3 55.1 53.2 53.9 

自己資本利益率 (％) 7.9 7.6 6.5 7.0 8.1 

株価収益率 (倍) 10.74 14.57 15.07 14.21 13.50 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 13,994 3,823 2,676 8,061 5,146 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △884 280 △658 △1,388 △7,850 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,139 △1,185 △1,338 △1,718 △6,121 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 68,843 71,762 72,442 77,396 68,571 

従業員数 (名) 2,816 3,003 3,196 3,372 3,577 
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(2) 提出会社の経営指標等 
  

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．※１ 特別配当 2.00円を含んでおります。 

※２ 特別配当 4.00円を含んでおります。 

※３ 記念配当10.00円を含んでおります。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４．※４ 平均臨時雇用者数については、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

  

 

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期 

決算年月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 

売上高 (百万円) 1,664 2,115 2,093 2,711 3,113 

経常利益 (百万円) 896 1,230 1,116 1,619 1,713 

当期純利益 (百万円) 882 3,854 1,150 1,655 1,708 

資本金 (百万円) 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 

発行済株式総数 (千株) 38,880 38,880 38,880 38,880 38,880 

純資産額 (百万円) 29,502 33,103 32,886 33,176 29,988 

総資産額 (百万円) 30,987 34,872 34,034 34,399 31,238 

１株当たり純資産額 (円) 819.08 919.06 913.04 921.09 861.27 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当額) 

(円) 
※１  25.00 ※２  27.00   34.00   43.00 ※３ 56.00 

(11.00) (11.00) (12.00) (15.00) (20.00)

１株当たり当期純利益 (円) 24.49 107.00 31.95 45.97 47.98 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円)    －    －    －    －   － 

自己資本比率 (％) 95.2 94.9 96.6 96.4 96.0 

自己資本利益率 (％) 3.0 12.3 3.5 5.0 5.4 

株価収益率 (倍) 74.92 23.98 75.94 56.62 62.84 

配当性向 (％) 102.1 25.2 106.4 93.5 116.7 

従業員数 
〔外、平均臨時雇用人員〕 

(名) ※４    18 ※４   22 
  21 
〔4〕

23 
〔3〕

28 
〔4〕
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２ 【沿革】 

当社は、1917年10月大阪市において髙松留吉が土木建築請負業として髙松組を創業いたしました。 

その後の主な変遷は次のとおりであります。 

  

  

 

1965年６月 資本金３百万円をもって㈱髙松組を設立 

1970年２月 一級建築士事務所大阪府知事登録 

1971年２月 宅地建物取引業法による宅地建物取引業者として、建設大臣免許を取得 

1978年２月 建設業法による建設大臣許可変更 

1980年11月 ㈱日本内装を設立 

1983年１月 東京都中央区に東京支店（のち東京本店）を開設 

1990年10月 髙松建設㈱に商号変更 

1993年３月 やまと建設㈱（現 髙松テクノサービス㈱(本店所在地・大阪府)(子会社)）を設立 

1994年４月 ㈱髙富士（現 髙松エステート㈱(本店所在地・大阪府)(子会社)）を設立 

1996年３月 本社ビル完成にともない、本社および大阪本店所在地を大阪市淀川区新北野一丁目２番３号に移転

1997年４月 やまと建設㈱（現 髙松テクノサービス㈱(本店所在地・東京都)(子会社)）を設立 

1997年10月 大阪証券取引所市場第二部に上場、公募増資により資本金2,418百万円となる 

1999年１月 大阪本店において、建築物の設計・施工および附帯サービスについて、ＩＳＯ9001認証取得 

2000年１月 日本オーナーズクレジット㈱（子会社）を設立 

2000年１月 東京証券取引所市場第二部に上場 

2000年10月 小松建設工業㈱（現 青木あすなろ建設㈱)の株式取得、それにともない小松舗道㈱（現 あすなろ

道路㈱）を子会社化 

2000年12月 ㈱日本建商（現 髙松エステート㈱(本店所在地・東京都)(子会社)）を設立 

2000年12月 大阪本店・本社において環境国際規格ＩＳＯ14001認証取得 

2002年７月 ㈱青木建設の株式取得、それにともない青木マリーン㈱を子会社化 

2002年10月 小松建設工業㈱をあすなろ建設㈱に、小松舗道㈱をあすなろ道路㈱に社名変更 

2004年１月 ㈱住之江工芸の株式取得、同社を子会社化 

2004年４月 あすなろ建設㈱と㈱青木建設が合併し、青木あすなろ建設㈱となる 

2004年７月 東京本店所在地を東京都港区芝二丁目14番５号に移転 

2005年３月 東京証券取引所、大阪証券取引所の市場第一部に指定 

2005年４月 戸建住宅事業部門（ＪＰホーム事業本部）を分社化し、ＪＰホーム㈱（子会社）を設立 

2005年11月 ㈱金剛組（子会社）を設立 

2006年１月 旧㈱金剛組より社寺建築事業を全面的に譲受け、新「㈱金剛組」としてスタート 

2006年２月 青木あすなろ建設㈱が大和ロック㈱（子会社）を設立 

2006年５月 青木あすなろ建設㈱が東興建設㈱の株式取得、同社を子会社化 

2007年９月 ㈱金剛組が㈱中村社寺の株式取得、同社を子会社化 

2008年９月  青木あすなろ建設㈱がみらい建設工業㈱およびみらいジオテック㈱の株式取得、両社を子会社化 

2008年９月 青木マリーン㈱がテクノマリックス㈱の株式取得、同社を子会社化 

2008年９月 やまと建設㈱（現 髙松テクノサービス㈱(本店所在地・東京都)）が㈱エムズの株式取得、同社を

子会社化 
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2008年10月 吸収分割により持株会社へ移行し、主たる事業である建設事業を㈱日本内装に承継 

当社は㈱髙松コンストラクショングループに、㈱日本内装は髙松建設㈱に商号を変更 

2009年10月 みらい建設工業㈱がやまと建設㈱（現 髙松テクノサービス㈱(本店所在地・東京都)）から㈱エム

ズの株式を取得、同社を子会社化 

2010年４月 青木マリーン㈱とテクノマリックス㈱が合併、合併後の商号は青木マリーン㈱ 

2010年６月 東興建設㈱、みらいジオテック㈱および大和ロック㈱が合併、商号を東興ジオテック㈱に変更 

2011年６月 青木あすなろ建設㈱が新潟みらい建設㈱（子会社）を設立 

2012年２月 当社およびグループ各社の東京地区事業拠点を東京都港区芝四丁目８番２号に移転、集約 

2012年５月 青木あすなろ建設㈱が㈱島田組および㈱アクセスの株式を取得、子会社化 

2013年８月 青木あすなろ建設㈱が株式交換により青木マリーン㈱を完全子会社化 

2017年４月 やまと建設㈱（本店所在地・大阪府）およびやまと建設㈱（本店所在地・東京都）の両社の商号を

髙松テクノサービス㈱（本店所在地・大阪府）および髙松テクノサービス㈱（本店所在地・東京

都）に変更 

2017年４月 ㈱日本建商（本店所在地・大阪府）および㈱日本建商（本店所在地・東京都）の両社の商号を髙松

エステート㈱（本店所在地・大阪府）および髙松エステート㈱（本店所在地・東京都）に変更 

2017年７月 株式交換により、みらい建設工業㈱が青木マリーン㈱を子会社化 

2017年10月 米国・ニューヨーク州にTakamatsu Construction Group USA,Inc.（子会社）を設立 

2018年４月 髙松建設㈱が㈱ミブコーポレーションの株式を取得、同社を子会社化 
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３ 【事業の内容】 

当社グループは、建築事業および土木事業を主たる事業内容とし、その他に、不動産事業ならびにこれらに関連

する事業をおこなっております。 

なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当してお

り、これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値にもとづいて判断する

こととなります。 

事業会社各社の代表的な事業内容および当社グループの事業の系統図は、次のとおりであります。 

（建築事業主体） 

髙松建設㈱（建築工事）、㈱金剛組・㈱中村社寺（社寺建築）、JPホーム㈱（ＲＣ戸建住宅）、㈱住之江工芸

（インテリアリフォーム）、髙松テクノサービス㈱［大阪府］・髙松テクノサービス㈱［東京都］（リフォー

ム・メンテナンス）、㈱エムズ（リノベーション事業） 

（建築事業、土木事業の両方） 

青木あすなろ建設㈱（土木・建築工事）、みらい建設工業㈱（港湾・海洋・土木・建築工事） 

（土木事業主体） 

青木マリーン㈱（海洋土木工事）、あすなろ道路㈱（舗装工事）、東興ジオテック㈱（法面保護・地盤改良工

事）、新潟みらい建設㈱（舗装・一般土木工事）、㈱島田組・㈱アクセス（埋蔵文化財発掘調査） 

（不動産事業） 

髙松エステート㈱［大阪府］・髙松エステート㈱［東京都］（不動産総合コンサルタント） 

（その他事業） 

日本オーナーズクレジット㈱（建築資金融資） 

なお、米国・ニューヨーク州において、2017年10月にTakamatsu Construction Group USA,Inc.を設立しておりま

すが、2018年３月末時点では本格的な事業活動を開始しておりません。   

  

 
  

(注) ※ 東京証券取引所市場第一部に株式を上場しております。 
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４ 【関係会社の状況】 
  

 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有
又は被所有割
合(％) 

関係内容 

(連結子会社)           

髙松建設㈱ 
※１ ※２ 

大阪市 
淀川区 

5,000 
建築事業、 
不動産事業 

100.0 
当社が設備を賃貸しております。 
役員の兼務…有 

青木あすなろ建設㈱ 
※１ ※３ 

東京都 
港区 

5,000 
建築事業、 
土木事業、 
不動産事業 

78.0 
当社が設備を賃貸しております。 
役員の兼務…有 

みらい建設工業㈱ 
※１ ※４ 

東京都 
港区 

2,500 
建築事業、 
土木事業 

100.0 
(100.0) 

当社が設備を賃貸しております。 

髙松テクノサービス㈱
〔大阪府〕 

大阪市 
北区 

300 建築事業 
100.0 
(100.0) 

役員の兼務…有 

髙松テクノサービス㈱
〔東京都〕 

東京都 
港区 

300 建築事業 
100.0 
(100.0) 

役員の兼務…有 

㈱金剛組 
大阪市 
天王寺区 

300 建築事業 
100.0 
(100.0) 

当社が設備を賃貸しております。 
役員の兼務…有 

ＪＰホーム㈱ 
東京都 
中央区 

100 建築事業 
100.0 
(100.0) 

当社が設備を賃貸しております。 

㈱中村社寺 
愛知県 
一宮市 

100 建築事業 
100.0 
(100.0) 

役員の兼務…有 

㈱住之江工芸 
堺市 
美原区 

98 建築事業 
100.0 
(100.0) 

当社が設備を賃貸しております。 
役員の兼務…有 

青木マリーン㈱ 
神戸市 
東灘区 

90 土木事業 
100.0 
(100.0) 

  

㈱島田組 
大阪府 
八尾市 

85 土木事業 
100.0 
(100.0) 

  

あすなろ道路㈱ 
札幌市 
中央区 

80 土木事業 
100.0 
(100.0) 

  

東興ジオテック㈱ 
東京都 
港区 

80 土木事業 
100.0 
(100.0) 

  

髙松エステート㈱ 
〔大阪府〕 

大阪市 
淀川区 

50 不動産事業 
100.0 
(100.0) 

当社が設備を賃貸しております。 
役員の兼務…有 

髙松エステート㈱ 
〔東京都〕 

東京都 
港区 

50 不動産事業 
100.0 
(100.0) 

役員の兼務…有 

㈱エムズ 
東京都 
中央区 

40 建築事業 
90.0 
(90.0) 

  

㈱アクセス 
大阪府 
八尾市 

40 土木事業 
100.0 
(100.0) 

  

新潟みらい建設㈱ 
新潟県 
南魚沼郡 
湯沢町 

20 土木事業 
100.0 
(100.0) 
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(注) １．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の(  )内は、間接所有割合を表示しており内数であります。 

３．※１ 特定子会社に該当します。 

４．※２ 髙松建設㈱は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超

えております。 

同社の主要な損益情報等は以下のとおりであります。 

５．※３ 青木あすなろ建設㈱は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えておりますが、有価証券報告書の提出会社であるため主要な損益情報等の記載を省略して

おります。 

６．※４ みらい建設工業㈱は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。 

同社の主要な損益情報等は以下のとおりであります。 

 

(1)売上高 70,206百万円

(2)経常利益 6,418 

(3)当期純利益 4,620 

(4)純資産額 20,611 

(5)総資産額 42,415 
 

(1)売上高 34,751百万円

(2)経常利益 1,238 

(3)当期純利益 1,546 

(4)純資産額 12,939 

(5)総資産額 23,941 
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５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

2018年３月31日現在 

(注) １．従業員数は就業人員であります。 

２．平均臨時雇用者数については、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、報告セグメントに帰属していない人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

2018年３月31日現在 

(注) １．従業員数は就業人員であります。また執行役員３名を含んでおりません。 

２．平均勤続年数の算定にあたり、グループ会社からの転籍者および出向者は各社における勤続年数を通算し

ております。 

３．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

４．従業員数の〔 〕内は臨時従業員数であり、年間平均人員を記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

 

セグメントの名称 従業員数（名） 

建築事業 1,941 

土木事業  1,210 

不動産事業 256 

 報告セグメント計 3,407 

全社（共通） 170 

合計 3,577 
 

セグメントの名称 従業員数（名) 平均年齢（歳) 平均勤続年数（年) 平均年間給与（千円)

全社（共通) 
28 

45 11 7,243 
〔4〕 
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第２ 【事業の状況】 
(注) 「第２ 事業の状況」における各事項の記載金額については、消費税等抜きの金額で表示しております。

  

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。 

  

(1）経営方針 

当社グループは、建設を通して社会における相互補完の一翼を担うことを経営理念とし、お客様、お取引

先、株主様をはじめとするステークホルダーの皆様はもちろん、地域社会を含めた全ての人々に対し、グルー

プ会社がそれぞれの事業を通じて高い評価を得ることを目指し、もってグループトータルの企業価値の増大を

計ることを経営目標に掲げております。  

この経営目標達成のため、よりビッグでよりハイプロフィットなグループを目指しておりますが、不正や不

当な手段による社益の追求は勿論のこと、浮利を追うなどの利益第一主義に陥ってはならないことを経営の基

本姿勢としております。  

(2）経営環境 

日本国内における建設投資環境につきましては、2020年の東京オリンピック後も、しばらくは比較的堅調な

市況の継続を予測する声も出てはいますが、当社としては業界全体が拡大することは望めない状況にあると考

えています。また今後、政府主導による働き方改革への対応や、建設業界の担い手の急速な減少にともなう労

務費の上昇なども避けられない見通しです。 

一方、当社グループの中核会社である髙松建設の枢要な市場セグメントである賃貸マンション建築は、低金

利の継続にともなう堅調な市況が継続しており、人口流入が継続すると見込まれる３大都市圏、特に首都圏で

その傾向が顕著です。 

(3）経営戦略および対処すべき課題等 

このような状況のなかで、当社グループは2017年10月に創業100周年を迎えました。その記念すべき2018年３

月期をスタートとして、新しい中期経営計画「TRY! NEXT CENTURY 2020」を策定いたしました。 

本中期経営計画において髙松建設グループは、好調を持続する首都圏での賃貸マンション建築を中心とした

土地有効活用事業を拡大し、グループ全体の成長を牽引する計画です。もう一方の中核会社で、中堅ゼネコン

である青木あすなろ建設グループは、建設業全般の先行きを見据え、堅調な成長・高利益率の持続を目指す計

画です。 

髙松コンストラクショングループ全体としては、中期経営計画では「チャレンジ2680」および「クオリティ

150」をキーワードに、2020年３月期の売上高2,680億円、営業利益150億円を目指すとともに、「スペシャリテ

ィ18α」を掲げ、特徴ある当社グループ事業会社18社による事業の拡大をはかる計画となっています。 

しかしながら、足元の堅調な状況や積極的な人員の採用などに鑑み、創業101年度目にあたる2019年３月期

は、「NEXT CENTURY 101！中計目標を１年前倒しで実現しよう！」をテーマに掲げ、売上高・営業利益は中期

経営計画の2020年３月期の目標を１年前倒しで達成する増収増益計画といたしました。また、2019年３月期か

らＭ＆Ａで当社グループ入りした株式会社ミブコーポレーション、および新規設立したTCG USA,Inc.が連結対

象に加わることにより、「スペシャリティ18α」も「スペシャリティ20α」と改め、グループ事業会社20社の

更なる成長および積極的なＭ＆Ａの実施を通じ、事業の一層の拡大をはかる所存です。 
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２ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業等に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項には、

以下のようなものがあります。なお、本項において将来に関する事項が含まれていますが、当該事項は有価証券

報告書提出日現在において当社グループが判断したものです。 

当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の防止、回避に努めるとともに、発生し

た場合にはその影響を 小限にとどめるべく対応する所存であります。 

  

(1) 受注環境の変化によるリスク 

日本経済は引き続き緩やかな回復が続く見通しのなか、建設投資は東京オリンピック関連の需要喚起等も

あり、今後もしばらくは底堅く推移するものと予想しておりますが、予想を上回る公共投資の削減がおこな

われた場合、および民間住宅建設の需要が大きく減少した場合等には、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(2) 法的規制およびコンプライアンス違反によるリスク 

建設業においては、事業運営にあたり建設業法、建築士法等の許可・登録を受ける等、多岐にわたる法的

規制の適用を受けております。現在、これらの法的規制を含めたコンプライアンスが十分遵守されるよう教

育を徹底し営業活動をおこなっておりますが、万一これらに対する違反が発生した場合や、法的規制の新

設、変更等により営業活動に制約が生じた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 税制改正および金利高騰によるリスク 

土地所有者に対する提案営業のひとつとして、土地の有効活用による賃貸マンションの建設について、設

計、施工のほか、資金調達、入居管理等について提案をおこなっております。相続税および資産課税に関す

る大幅な税制改正や金利高騰等の金融情勢および賃貸マンションの空室率等に変化があった場合には、業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 資材価格の変動によるリスク 

鉄骨、石油製品等の価格の上昇により原材料の価格が高騰した際、請負金額に反映することが困難な場合

や、需要の増大により入手難になる場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(5) 建設技術者・技能労働者不足や労務費高騰のリスク 

建設技術者・技能労働者の人員確保を計画的におこなっておりますが、今後、建設技術者・技能労働者の

需給関係が急激に逼迫し、必要人員の確保が困難となった場合には、受注機会の喪失や工期遅延等の問題が

発生する恐れがあり、また急激に労務費が高騰した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(6) 施工上の不具合や重大な事故によるリスク 

施工品質や安全管理には万全を期しておりますが、設計、施工などで重大な瑕疵があった場合や人身、施

工物などに重大な事故が発生した場合には、その改修や損害賠償および信用失墜により業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

(7) 取引先の信用リスク 

建設業においては、工事完了まで長期間を要し、かつ一取引の取引額も大きく、建物等工事目的物引渡し

時に多額の工事代金が支払われる条件で契約が締結されます。このため、取引先が信用不安に陥った場合に

は、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(8) 資産の保有リスク 

総資産の圧縮に努めておりますが、国内および海外に事業上必要な不動産、有価証券等を保有しており、

これらについて予想を上回る市場価格の下落や為替相場の変動等が生じた場合には、業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

(9) 災害によるリスク 

地震、台風等の自然災害の発生や火災等の人災により、施工中の物件に被害が生じた場合、また、本社・

本店、営業所等の営業拠点に被害が生じた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(10) 個人情報漏洩によるリスク 

お客様の個人情報管理のため情報セキュリティシステムの整備や社員教育の強化に努めておりますが、サ

イバー攻撃や不正なアクセス等により個人情報の漏洩等が発生した場合には、社会的信用失墜等により業績

に影響を及ぼす可能性があります。 
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

当連結会計年度における当社グループ（当社および連結子会社）の経営環境、経営方針の概要及び経営成績の分

析等は次のとおりです。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものです。 

  

(1）経営環境及び経営方針の概要 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善により、穏やかな成長基調が継続しまし

た。一方、国内建設市場は、民間投資は増加したものの、公共投資は前期に大型案件が目立ったことの反動減

もありマイナスとなり、国内建設市場全体としても微減となりました。しかしながら市場全体は2013年度以

降、高原状態が継続しており、今後２～３年もこの状態は継続すると予想されています。 

 このような状況のなか、2017年10月に創業100周年を迎えた当社グループは、その記念すべき2018年３月期を

スタート年度とする新中期経営計画「TRY! NEXT CENTURY 2020」を策定しました。この中期経営計画の達成に

向け、当社のグループ中核会社の一社である髙松建設株式会社は好調を持続する首都圏の土地有効活用を中心

に事業拡大をはかり、グループ全体の成長を牽引いたしました。もう一方の中核会社である青木あすなろ建設

株式会社は堅実な成長と高利益率の持続に邁進いたしました。 

  

(2）経営成績の分析 

 ①売上高 

当連結会計年度の売上高は、前期比14.5％増の245,107百万円と６期連続増収、４期連続過去 高となりまし

た。これは首都圏での土地有効活用を中心に事業の拡大をはかる髙松建設を中核会社とする髙松建設グループ

が施工する賃貸マンション建築事業およびその周辺事業、官公庁関連事業の堅実なシェアアップを目指す青木

あすなろ建設を中核会社とした青木あすなろ建設グループが得意とする土木事業のいずれもが好調であったこ

と、また、不動産事業も好調であったためです。 

 ②営業利益 

営業利益は、前期比5.4％増の13,630百万円と５期連続増益、３期連続過去 高となりました。これは、建築

事業において前期の高採算案件の反動減等があり、売上総利益率は13.5％（前期は14.5％）と前期比1.0ポイン

ト減少したものの、売上高の増加により、売上総利益は33,075百万円（前期比6.4％増）となった一方、販売費

及び一般管理費が積極的な新卒採用等による人件費の増加、創業100周年記念事業にかかる一過性の費用等があ

り、前期比7.1％増加の19,444百万円となった結果です。 

 ③経常利益 

経常利益は、13,702百万円（前期比6.0％増）で５期連続増益となりました。 

 ④親会社株主に帰属する当期純利益 

親会社株主に帰属する当期純利益は、特別損失の計上があったものの、グループ事業会社の将来の収益見通

しに伴う繰延税金資産の増による法人税等調整額の減などがあり、前期に比べ20.6％増の7,957百万円となりま

した。 

⑤セグメント別業績 

（建築事業） 

当連結会計年度の受注高は128,461百万円（前期比2.3％減）、完成工事高は117,347百万円（前期比6.8％

増）となりましたが、セグメント利益は前期の高採算案件の反動減があり、前期比18.0％減の8,528百万円と

なりました。 

（土木事業） 

当連結会計年度の受注高は107,406百万円（前期比4.8％減）、完成工事高は108,770百万円（前期比18.1％

増）となり、セグメント利益は6,823百万円（前期比34.9％増）となりました。  

（不動産事業） 

 不動産の売買および賃貸等による当連結会計年度の売上高は18,989百万円（前期比56.0％増）となり、セ

グメント利益は1,353百万円（前期比80.2％増）となりました。  
  

なお、セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっており、本社管理費等の調整額 

△3,074百万円は外数となっております。 
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当連結会計年度における受注および売上の実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。 

受注実績 

売上実績 

(注) 当社グループ（当社および連結子会社）では生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状
況」は記載しておりません。 

  
 なお、提出会社個別の事業の状況につきましては、持株会社であるため、記載を省略しています。 

  

(3）財政状態の分析 

 ①資産の部 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ3,986百万円増加し、184,914百万円となりました。

その主な要因は、現金預金が自己株式の取得や東京オフィス拡大への対策としてオフィスビルを購入したこと

もあり8,825百万円の減少や、不動産事業支出金の2,562百万円減少などがありましたが、受取手形・完成工事

未収入金等が7,891百万円、固定資産が7,459百万円増加したことなどによるものです。 

 ②負債の部 

負債は、前連結会計年度末に比べ550百万円増加し、70,921百万円となりました。その主な要因は、工事未払

金が2,854百万円増加し、未成工事受入金が1,906百万円減少したことなどによるものです。 

 ③純資産の部 

純資産は、前連結会計年度末に比べ3,436百万円増加し、113,992百万円となりました。その主な要因は、親

会社株主に帰属する当期純利益7,957百万円の計上から配当金の支払1,716百万円や、自己株式の取得3,186百万

円の減少を差引くことなどによるものです。以上の結果、純資産の額から非支配株主持分を控除した自己資本

の額は99,625百万円となり、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ0.7ポイント増加し53.9％となりまし

た。 

 

セグメントの名称 
当連結会計年度 

(自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日) 

前年同期比（％) 

建 
設 
事 
業 

建築事業 (百万円) 128,461 △2.3 

土木事業 (百万円) 107,406 △4.8 

  計 (百万円) 235,867 △3.5 

不動産事業 (百万円) 18,989 56.0 

  計 (百万円) 254,857 △0.6 
 

セグメントの名称 
当連結会計年度 

(自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日) 

前年同期比（％) 

建 
設 
事 
業 

建築事業 (百万円) 117,347 6.8 

土木事業 (百万円) 108,770 18.1 

  計 (百万円) 226,117 12.0 

不動産事業 (百万円) 18,989 56.0 

  計 (百万円) 245,107 14.5 
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(4）キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度末の連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末

より8,825百万円減少の68,571百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動により資金は5,146百万円の増加（前連結会計年度は8,061百万円の増加）となりました。これ

は、売上債権の増加7,891百万円、法人税等の支払5,625百万円、未成工事受入金の減少1,906百万円等があっ

た一方、税金等調整前当期純利益12,527百万円の計上、仕入債務の増加2,854百万円、たな卸資産の減少

2,509百万円、未収入金の減少1,258百万円等があったことによるものです。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動により資金は7,850百万円の減少（前連結会計年度は1,388百万円の減少）となりました。これ

は、投資有価証券の売却による収入73百万円、有形固定資産の売却による収入52百万円等があった一方、東

京オフィス拡大への対策としてのオフィスビル購入などによる有形固定資産の取得による支出7,151百万円、

投資有価証券の取得による支出594百万円等があったことによるものです。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動により資金は6,121百万円の減少（前連結会計年度は1,718百万円の減少）となりました。これ

は、自己株式の取得による支出3,218百万円、配当金の支払額1,715百万円、上場子会社である青木あすなろ

建設の市場からの自己株式の取得による支出754百万円等があったことによるものです。 

  
(5）当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因 

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２事業の状況 ２事業等のリス

ク」に記載のとおりです。 

  
(6）当社グループの資本の財源および資金の流動性 

 当社グループは財務の安全性を重視するとともに、無借金経営を継続しております。資金の運用は短期的な

預金等に限定し、資金調達が必要な場合は銀行借入による方針であります。当社グループの運転資金需要の主

なものは、工事の施工にともなう材料費・外注費等の営業費用であり、これらの支出は、回収した工事代金に

よっております。また設備投資資金等についても、現預金を使用することとしており、安全性を重視しつつも

効率的な資金運用を目指しています。 

  

(7）重要な会計方針および見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準にもとづき作成

されています。この連結財務諸表の作成にあたっては、過去の実績や現在の状況に応じ合理的と考えられる見

積りによっている部分があり、見積り特有の不確実性のために、実際の結果が見積りと異なることがありま

す。 

 重要な会計方針については「第５経理の状況 １連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項 連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおりです。 

  
  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 
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５ 【研究開発活動】 

当社グループは、当社の技術研究所（髙松コンストラクショングループ技術研究所）のもと、中核子会社の髙松

建設㈱および青木あすなろ建設㈱にそれぞれ研究所を設け、各社が得意とする技術分野において、研究開発活動を

おこなっております。その主なものは次のとおりであり、当連結会計年度における研究開発費の総額は429百万円

であります。なお、研究開発費につきましては各セグメントに配分しておりません。 

  

(1)髙松建設㈱ 

①ＴＡＳ（Takamatsu Aoki-asunaro Support)工法 

コンクリート打設後の型枠支保工を一部のサポートを残し、数日で全てを解体できる工法を開発しました。 

 FEM解析といわれる高度な構造計算をおこなうことで、 低限必要な支保工を算出し、サポート本数の大幅な

削減を実現、次工程への早期着手や型枠材の転用等による工期の短縮、材料等のコスト削減をはかりました。 

 更に型枠支保工の作業効率をはかるため、支持力の大きい軽量なアルミ製サポート材についてFEM解析、載荷

試験により計算方法を擁立、大幅な施工効率向上を実現しました。 

②外壁診断調査システムの開発 

建築基準法では「タイル張り外壁、モルタル塗り外壁」の定期検診が定められており、建築物の所有者、管理

者または占有者は経年劣化等による外壁剥離の診断が義務付けられています。しかし、外壁の診断は足場やゴン

ドラ等の高所作業で危険を伴うことが多く、仮設や安全対策が大がかりとなり診断費用は割高になります。 

 そのため、外壁を走行できるロボットを用い、外壁の打診診断や目視調査が実施できるシステムを共同開発し

ております。打診診断に関する技術は確立済みであり、本年度より実際の物件での検証を実施導入してまいりま

す。 

③ロングスパン解析の基礎的研究 

近年、流通施設や工場等の広い無柱空間が必要とされる建築物に限らず、事務所ビルや診療施設においても開

放的な間取りが要求される事例が増加しており、Ｓ造による柱スパンの大きい空間設計が求められております。

 これらの設計においては、建物毎に 適な梁の断面、柱から梁の接合部の形状等、また製造しやすく施工性の

優れた設計が必要となります。FEM解析であれば従来型構造分析（２次元フレーム解析）と異なり、構造物の応

力状態が３次元的に確認できるため、応力状態に応じた経済設計が可能となります。 

 現在、FEM解析に必要な解析モデル、入力データを実際の建物での振動測定により検証しながら研究をおこな

っております。 

④サイホン排水システムの研究 

サイホン排水システムとは従来の重力式排水システムと異なり、排水管内を満流にし、その排水の落差（サイ

ホン作用）を活用する小口径で無勾配な排水管の設置が可能となる排水システムです。無勾配で小口径の配管シ

ステムによりキッチン等の水回り設備の自由な配置が可能となり、将来の改装時も既存の設備配置にとらわれな

い大幅な間取り変更が可能となります。 

 また、強力なサイホン作用による満流で高速の排水は自浄作用もあり、排水管内の汚れが付きにくくメンテナ

ンス性に優れた排水システムです。当社が施工する賃貸マンションに適した平面配置での排水システムを目指し

研究を進めております。 

⑤中断熱工法 

省エネルギー基準が強化される中、ＲＣ構造においても断熱材の使用による躯体の高断熱化が必須となってお

ります。一方、ＲＣ建築の特徴的なコンクリート打放しのデザインを好まれるお客様も多く、断熱性能とデザイ

ンを両立させることが要望されております。本工法は50㎜の断熱材の両面に厚さ120㎜の鉄筋コンクリートの壁

を作り、断熱材を埋め込んで耐震構造壁としたもので、断熱性能とデザインの両立と共に断熱材の施工性向上を

はかったものであり、構造実験により240㎜のコンクリート壁と同等の構造耐力のあることを確認しておりま

す。 

⑥省エネルギー仕様の開発 

「我が国のエネルギー基本計画」において、ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）、ＺＥＢ（ネッ

ト・ゼロ・エネルギー・ビル）の普及目標が「2030年までに新築建物の平均でＺＥＢの実現」、「2030年までに

新築住宅の平均でＺＥＨの実現」と設定されています。地球温暖化対策や災害時におけるエネルギー自給の観点

からＺＥＨおよびＺＥＢの普及が当社としても重要と認識しており、ＺＥＨ、ＺＥＢを実現するための断熱仕様

や、様々な環境配慮技術の効果をエネルギー消費性能計算プログラムにより算出、また部材費や施工効率をふま

 

― 14 ―



えた 適な仕様・設備の検討をおこなっております。 

  
(2)青木あすなろ建設㈱ 

①既設橋梁の耐震性向上技術に関する研究 

2013年６月に首都高速道路株式会社が公募した共同研究テーマ「既設橋梁の耐震性向上技術に関する研究」に

ついて、摩擦ダンパーを既設橋梁に応用する研究を実施しています。今期は摩擦ダンパーを現場に適用する際に

必要となる技術データを検討するために加振実験や振動台実験を実施しました。同時に、摩擦ダンパーをRC橋脚

に取り付けるための方法として、独自のあと施工アンカー工法に関しても研究し特許申請をおこないました。 

②コンクリートの品質向上技術の工場 

コンクリートひび割れ制御システムを開発し、養生温度・湿度を遠隔で自動運転管理することで省人化をは 

かるとともに、品質の向上を実現しました（博多港橋梁下部工事で運用中）。また、水中コンクリートの連続 

打設管理システムを開発し、打設状況を見える化することで潜水作業を軽減し省力化をはかるとともに、型枠 

の隅々まで材料分離の無いコンクリートを連続打設することで品質の向上を実現しました。 

③制震ブレースを用いた耐震補強工法 

日本大学と共同開発した摩擦ダンパーを用いた既存建物の制震補強工法で、高性能・居ながら補強・短工期・

低コストを特長としており、制震補強工法として、我が国で初めて日本建築防災協会技術評価を取得しておりま

す。今期は、前期に引き続き実施適用物件に対する振動測定をおこない、データの蓄積をはかりました。 

④折返しブレースを用いた耐震補強工法 

折返しブレースは断面の異なる３本の鋼材を一筆書きの要領で折り返して接合させた形状を有し、優れた変形

性能を示し、合理的な鉄骨造建物を建設できます。今期は、円形鋼管タイプの性能確認実験を成功裡に終了し、

信頼性の向上をはかりました。 

⑤耐震天井工法(ＡＡ-ＴＥＣ工法)の開発 

大地震時の大空間建物の天井被害を軽減するため、耐震天井の開発に取り組んでいます。従来の耐震天井よ 

りも約1.5倍の耐震性能に優れた工法を開発し、2016年10月には建築技術性能証明を取得しました。今期は、天 

井の吊り長さの適用範囲を1.5ｍから3.0ｍに拡大するための性能確認実験をおこない、建築技術性能証明を更 

新しました。また今期は本工法が初採用され１件受注しました。 
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第３ 【設備の状況】 
(注) 「第３ 設備の状況」における各事項の記載金額については、消費税等抜きの金額で表示しております。

  

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度に実施した設備投資の総額は7,173百万円であり、その主なものは、事業所用土地等の取得

5,318百万円であります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ（当社および連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

2018年３月31日現在

(注) １．提出会社は持株会社であり、設備の大半を事業会社である連結子会社等に賃貸しているため、報告セ

グメントごとに分類せず、一括して記載しております。 

２．連結会社以外に賃貸しているものは次のとおりです。 

３．東京本社の事務所は連結会社以外から賃借しております。 

所在地： 東京都港区   年間賃借料：41百万円（子会社への転貸料を除いた当社負担額） 

４．リース契約による賃借設備で重要なものはありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 

従業員数
(名) 建物 

構築物 

機械 
運搬具 
工具器具
備品 

土地 
建設 
仮勘定 

合計 
面積（㎡) 金額 

本社・東京本社 
（大阪市淀川区他） 

事務所 717 200 1,162 931 － 1,849 28 

賃貸設備（西日本地区) 
（大阪市淀川区他） 

事務所等 109 6 441 239 － 354 － 

賃貸設備（西日本地区) 
（大阪市淀川区他） 

機材センター・
倉庫 

6 － 18,962 1,032 － 1,038 － 

賃貸設備（東日本地区) 
（東京都港区他） 

事務所等 1,342 77 3,110 5,421 － 6,841 － 

 

西日本地区 ： 土地 124㎡ 建物 646㎡

東日本地区 ： 土地 532㎡ 建物 282㎡
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(2) 国内子会社 

2018年３月31日現在

(注) １．保有する設備として以下の設備を含めて記載しております。 

２．事務所の一部を連結会社以外から賃借しており、賃借料は618百万円であります。 

３．リース契約による賃借設備で重要なものはありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設および除却等の計画はありません。 

  

 

会社名 
事業所 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

帳簿価額（百万円) 

従業 
員数 
(名) 

摘要
建物 
構築物 

機械 
運搬具 
工具器具
備品 

船舶 

土地 
リース 
資産 

建設仮
勘定 

合計 

面積(㎡) 金額 

青木あすなろ 
建設㈱ 

本社 
東京土木本店 
東京建築本店 
（東京都港区他) 

建築事業 
土木事業 
不動産事業 

166 215 － 47,373 546 2 2 934 600 ※1 

大阪土木本店 
大阪建築本店 
（大阪市北区他) 

160 3 － 3,754 1,289 4 － 1,458 240 ※2 

  計   327 218 － 51,128 1,836 7 2 2,392 840   

髙松建設㈱ 

本社 
大阪本店 
機材センター 
(大阪市淀川区他) 建築事業 

不動産事業 

637 81 － 411 544 － － 1,263 567 ※3 

東京本店 
機材センター 
(さいたま市岩槻
区他） 

319 36 － 7,669 403 － － 759 557 ※4 

計   956 118 － 8,081 948 － － 2,023 1,124

東興ジオテック
㈱ 

本社 
（東京都港区) 

土木事業 185 259 － 85,625 1,348 24 － 1,818 396 ※5 

青木マリーン㈱ 
本社 
（神戸市東灘区) 

土木事業 15 17 1,591 540 96 － － 1,721 62   
 

  
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
建物 

（百万円） 

土地 

面積（㎡） 金額（百万円）

※1 
技術研究所 

（茨城県つくば市） 
研究所 114 23,699 144 

※1 
東京機材センター 

（千葉県野田市） 
機材センター 0 17,824 109 

※1 
名古屋支店 

（名古屋市中川区） 
事務所 9 1,472 217 

※2 
大阪土木本店・大阪建築本店

（大阪市北区） 
事務所 84 1,816 864 

※2 
九州支店 

（福岡市博多区） 
事務所 71 1,221 413 

※3 
本社・大阪本店 

（大阪市淀川区） 
事務所 557 411 544 

※4 
岩槻機材センター 

（さいたま市岩槻区） 
機材センター 182 7,669 403 

※5 
テクニカルセンター 

（栃木県さくら市） 
研究所・資材センター 42 27,860 341 

※5 
広島工場 

（広島県東広島市） 
不定形耐火物製造工場 54 32,022 543 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 
  

② 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 
  

③ 【その他の新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) ※ 2006年２月15日開催の取締役会決議により、2006年３月31日 終の株主名簿および実質株主名簿に記

載または記録された株主に対し、2006年４月１日をもって、その所有する普通株式数を１株につき２株

の割合をもって株式分割いたしました。 

これにより発行済株式の総数は株式の分割割合に応じ19,440,000株増加し、38,880,000株となりまし

た。 

  

(5) 【所有者別状況】 

2018年３月31日現在 

(注)  自己株式4,061,303株は、「個人その他」に40,613単元および「単元未満株式の状況」に３株を含めて記

載しております。 

種類 発行可能株式総数（株) 

普通株式 52,800,000 

計 52,800,000 
 

種類 
事業年度末現在 
発行数（株) 

(2018年３月31日) 

提出日現在 
発行数（株) 

(2018年６月28日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名 

内容 

普通株式 38,880,000 38,880,000 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数 
100株 

計 38,880,000 38,880,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

2006年４月１日 ※ 19,440,000 38,880,000 － 5,000 － 272 
 

区分 

株式の状況（１単元の株式数 100株) 
単元未満 
株式の状況

(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者

その他 
の法人 

外国法人等 個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 
 (人) 

─ 35 18 251 139 10 10,565 11,018 ― 

所有株式数 
 (単元) 

─ 65,436 1,099 73,389 35,670 10 213,166 388,770 3,000 

所有株式数 
の割合(％) 

─ 16.83 0.28 18.88 9.18 0.00 54.83 100.00 ― 
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(6) 【大株主の状況】 

2018年３月31日現在 

   (注) 上記のほか、当社所有の自己株式が4,061千株あります。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

2018年３月31日現在 

(注）１.「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数40個が含まれております。 

２.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が３株含まれております。  
  

② 【自己株式等】 

2018年３月31日現在 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式(自己
株式を除く。)の
総数に対する所
有株式数の割合

(％) 

髙松 孝之  兵庫県宝塚市  8,597 24.69 

㈱三孝社  大阪市北区茶屋町８番21－3001号  4,800 13.79 

髙松 孝育  大阪府豊中市  2,183 6.27 

㈱孝  大阪市淀川区新北野一丁目２番３号  1,226 3.52 

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱（信託口９）  

東京都中央区晴海一丁目８番11号  1,180 3.39 

㈱りそな銀行  大阪市中央区備後町二丁目２番１号  1,080 3.10 

㈱みずほ銀行  東京都千代田区大手町一丁目５番５号  824 2.37 

NORTHERN TRUST CO．（AVFC) 
RE HCR00 
（常任代理人） 
  香港上海銀行東京支店 
  カストディ業務部  

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON 
E14 5NT，UK 
  
 東京都中央区日本橋三丁目11番１号 

657 1.89 

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口）  

東京都港区浜松町二丁目11番３号  641 1.84 

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱（信託口）  

東京都中央区晴海一丁目８番11号  577 1.66 

計 ― 21,768 62.52 
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式 4,061,300

 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 34,815,700
 

348,157 ― 

単元未満株式 普通株式 3,000
 

― ― 

発行済株式総数 38,880,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 348,157 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

（自己保有株式） 
大阪市淀川区新北野
一丁目２番３号 

4,061,300 ― 4,061,300 10.45 ㈱髙松コンストラク
ショングループ 

計 ― 4,061,300 ― 4,061,300 10.45 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 
  

  

(注) 上記の当事業年度における取得自己株式は、2017年７月19日開催の取締役会において決議 

された公開買付けによる取得であり、その概要は以下のとおりです。 

  

 買付け等の期間：2017年７月20日から2017年８月17日まで 

 買付け等の価格：普通株式１株につき金2,513円 

 取得株式の総数：660,100株 

 取得価額の総額：1,658,831,300円 

  

  

(注)  上記の当事業年度における取得自己株式は、2018年１月24日開催の取締役会において決議 

された公開買付けによる取得であり、その概要は以下のとおりです。 

  

 買付け等の期間：2018年１月25日から2018年２月22日まで 

 買付け等の価格：普通株式１株につき金2,797円 

 取得株式の総数：660,100株 

 取得価額の総額：1,846,299,700円 

  

  

 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式の取得 
 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会(2017年７月19日)での決議状況 
(取得期間2017年７月20日～2017年９月29日) 

660,100 1,658,831,300 

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─ 

当事業年度における取得自己株式 600,300 1,508,553,900 

残存決議株式の総数及び価額の総額 59,800 150,277,400 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 9.1 9.1 

当期間における取得自己株式 ─ ─ 

提出日現在の未行使割合(％) 9.1 9.1 
 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会(2018年１月24日)での決議状況 
(取得期間2018年１月25日～2018年３月30日) 

660,100 1,846,299,700 

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─ 

当事業年度における取得自己株式 600,000 1,678,200,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 60,100 168,099,700 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 9.1 9.1 

当期間における取得自己株式 ─ ─ 

提出日現在の未行使割合(％) 9.1 9.1 
 

― 20 ―



(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 
  

      該当事項はありません。 

  
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注)  当期間における保有自己株式数には、2018年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取による株式数は含めておりません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の 重要政策のひとつと位置付け、受注競争力と企業体質の強化を

目指し、内部留保の充実による経営基盤の強化をはかるとともに、安定した配当を継続しつつ、業績に応じた

利益還元をおこなうことを基本方針としております。 

  当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨を定款に定めております。 

  また、当社は毎年９月30日を基準日とした中間配当および３月31日を基準日とした期末配当の年２回、剰余

金の配当をおこなうことを基本方針とし、その他取締役会の決議により基準日を定めて剰余金の配当をおこな

うことができる旨を定款に定めております。 

  なお、内部留保資金につきましては、当社グループ全体において経営体質の一層の強化、充実ならびに今後

の事業展開に役立てる等、中長期的な視点で有効に活用してまいります。 

 当事業年度（2018年３月期）の配当金は、昨年10月に創業100周年を迎えたことに伴う記念配当10円を含め、

年間53円を予定しておりましたが、業績の伸長、配当性向および総還元性向などを勘案し、年間56円の配当と

させていただきました。 

 翌事業年度（2019年３月期）の配当金につきましても、25%以上の配当性向を継続し、一株当たり60円と増配

を予定しております。 

  

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 
  

  

  

 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の 
総額(円) 

株式数(株) 
処分価額の 
総額(円) 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─ 

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─ 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行
った取得自己株式 

─ ─ ─ ─ 

その他 ─ ─ ─ ─ 

保有自己株式数 4,061,303 ― 4,061,303 ― 
 

決議年月日 配当金の総額（百万円) １株当たり配当額（円) 

2017年11月14日 
708 20.0 

取締役会決議 

2018年５月11日 
1,253 36.0 

取締役会決議 
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４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 
  

(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 
  

(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期 

決算年月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 

高 (円) 1,960 2,693 2,879 2,905 3,210 

低 (円) 1,307 1,500 1,960 2,219 2,525 
 

月別 2017年10月 2017年11月 2017年12月 2018年１月 2018年２月 2018年３月 

高(円) 3,140 3,140 3,210 3,185 3,170 3,115 

低(円) 3,015 2,787 2,846 3,005 2,834 2,896 
 

― 22 ―



５ 【役員の状況】 

男性20名 女性－名 （役員のうち女性の比率－％） 
  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

(千株) 

取締役 

名誉会長 
  髙松 孝之 1937年９月27日生

1965年６月 当社代表取締役社長  

1990年４月 当社代表取締役会長 

2005年６月 当社取締役名誉会長（現任） 

2008年10月 髙松建設㈱取締役名誉会長（現任） 

2013年６月 青木あすなろ建設㈱取締役（現任） 

※１ 8,597 

代表取締役 

会長 
  小川 完二 1949年７月３日生

2003年６月 当社入社顧問 

2003年６月 当社代表取締役副社長本社担当 

2004年４月 当社代表取締役副社長執行役員本社担当 

2004年４月 青木あすなろ建設㈱取締役（現任） 

2006年１月 ㈱金剛組代表取締役社長 

2006年３月 当社代表取締役副社長執行役員本社統括 

2007年９月 ㈱中村社寺代表取締役会長 

2008年10月 当社代表取締役副社長 

2009年８月 髙松建設㈱取締役（現任） 

2012年４月 当社代表取締役社長 

2012年４月 ㈱金剛組代表取締役会長（現任） 

2013年４月 当社代表取締役社長執行役員 

2017年４月 当社代表取締役会長（現任） 

※１ 17 

代表取締役

社長 

（社長執行

役員） 

  吉武 宣彦 1952年11月19日生

2012年６月 青木あすなろ建設㈱代表取締役兼副社長 
執行役員 

2015年４月 同社代表取締役兼副社長執行役員本社統 
轄本部長兼営業企画本部長 

2015年６月 当社取締役 

2017年４月 当社代表取締役社長執行役員（現任） 

2017年４月 青木あすなろ建設㈱取締役（現任） 

2017年６月 髙松建設㈱取締役（現任） 

※１ 1 

代表取締役 

（副社長執

行役員） 

グループ統

括所管 
髙松 孝嘉 1967年２月６日生

1990年４月 当社入社 

2005年４月 当社社長室長 

2005年６月 当社取締役社長室長 

2006年３月 当社取締役 

2006年３月 ㈱日本建商［大阪府］（現 髙松エステー
ト㈱［大阪府］）取締役常務執行役員 

2008年10月 髙松建設㈱執行役員経営企画室長 

2009年８月 同社取締役執行役員本社統括 

2011年４月 同社取締役常務執行役員本社統括 

2013年４月 当社取締役常務執行役員管理本部担当 

2015年６月 当社取締役専務執行役員グループ統括本 
部担当 

2016年６月 当社代表取締役専務執行役員グループ統 
括本部担当 

2017年４月 当社代表取締役副社長執行役員グループ 
統括所管（現任） 

2017年６月 髙松建設㈱取締役（現任） 

※１ 318 

取締役 

（専務執行

役員） 

グループ戦

略本部担当 
髙松 浩孝 1971年２月28日生

2007年６月 当社取締役 

2014年４月 やまと建設㈱〔大阪府〕（現 髙松テクノ
サービス㈱〔大阪府〕）代表取締役副社 
長 

2015年６月 髙松建設㈱取締役常務執行役員 

2016年４月 髙松建設㈱取締役専務執行役員 

2017年４月 当社取締役専務執行役員グループ戦略本 
部担当兼グループ経営戦略室長 

2017年４月 髙松建設㈱取締役 

2018年４月 当社取締役専務執行役員グループ戦略本
部担当（現任） 

2018年４月 髙松建設㈱代表取締役副社長執行役員（現
任） 

※１ 292 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

(千株) 

取締役 

(常務執行

役員） 

グループリ

スク統括本

部担当兼グ

ループリス

ク統括本部

長兼リス

ク・規程管

理室長 

松下 善紀 1955年８月17日生

2009年１月 当社入社経営管理本部部長 

2011年４月 当社執行役グル―プ管理本部部長 

2015年４月 当社常務執行役員管理本部長 

2016年６月 当社取締役常務執行役員管理本部長 

2017年４月 当社取締役常務執行役員管理本部担当 

2018年４月 当社取締役常務執行役員グループリスク
統括本部担当兼グループリスク統括本部
長兼リスク・規程管理室長（現任） 

2018年４月 日本オーナーズクレジット㈱代表取締役
社長（現任） 

※１ 2 

取締役   石田 優 1949年４月２日生

1968年４月 当社入社 

1994年６月 当社取締役大阪本店建築部長 

1999年４月 当社常務取締役大阪本店長 

2001年４月 小松建設工業㈱（現青木あすなろ建設 

㈱）専務執行役員建築統括 

2001年６月 同社専務取締役建築統括 

2004年４月 同社取締役副社長 

2004年６月 当社取締役 

2005年４月 青木あすなろ建設㈱取締役 

2005年６月 当社代表取締役社長 

2008年10月 当社取締役（現任） 

2008年10月 髙松建設㈱代表取締役社長 

2014年４月 青木あすなろ建設㈱代表取締役会長 

2014年４月 髙松建設㈱取締役 

2018年４月 青木あすなろ建設㈱取締役（現任） 

※１ 38 

取締役   北村 明 1952年９月30日生

2001年６月 ㈱日本建商［大阪府］（現 髙松エステー
ト㈱［大阪府］）常務取締役 

2006年３月 当社入社本社統括代理兼総務室長 

2006年４月 当社常務執行役員本社統括代理兼総務室 
長 

2006年６月 当社取締役常務執行役員本社統括兼総務 
室長 

2008年６月 日本オーナーズクレジット㈱代表取締役 
社長 

2008年10月 当社常務取締役経営管理本部担当 

2011年４月 当社常務取締役内部管理本部統括役員 

2011年６月 青木あすなろ建設㈱取締役 

2011年６月 髙松建設㈱取締役 

2012年４月 当社専務取締役管理本部担当 

2013年４月 当社取締役専務執行役員本社総括 

2016年６月 当社取締役専務執行役員管理本部担当 

2017年４月 当社取締役専務執行役員リスクマネジメ 
ント統括 

2018年４月 当社取締役（現任） 

※１ 1 

取締役   市木 良次 1948年５月１日生

1971年４月 ㈱青木建設入社 

2001年６月 同社執行役員東北支店長 

2002年４月 同社常務執行役員営業本部長 

2002年７月 同社代表取締役社長 

2004年４月 青木あすなろ建設㈱代表取締役社長 

2008年10月 当社取締役（現任） 

2009年８月 髙松建設㈱取締役 

2013年４月 青木あすなろ建設㈱代表取締役会長 

2014年４月 髙松建設㈱代表取締役会長 

2014年４月 青木あすなろ建設㈱取締役 

2018年４月 髙松建設㈱取締役（現任） 

※１ 6 

取締役   髙松 孝年 1970年９月６日生

1998年３月 当社入社 

2005年６月 ＪＰホーム㈱取締役東京本店長 

2009年４月 同社代表取締役副社長 

2010年６月 当社取締役（現任） 

2012年４月 ＪＰホーム㈱代表取締役社長 

2013年６月 髙松建設㈱取締役 

2014年４月 同社代表取締役副社長 

2015年６月 同社代表取締役副社長執行役員 

2016年４月 JPホーム㈱取締役会長 

2017年４月 同社取締役 

2018年４月 高松建設㈱代表取締役社長（現任） 

※１ 297 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

(千株) 

取締役   上野 康信 1949年10月23日生

1972年４月 ㈱青木建設入社 

2002年７月 同社取締役兼常務執行役員大阪本店長 

2004年４月 青木あすなろ建設㈱取締役兼専務執行役 
員大阪本店長 

2010年６月 同社代表取締役兼専務執行役員土木担当 
兼大阪土木本店長 

2011年４月 同社代表取締役兼副社長執行役員土木本 
部長兼土木技術本部長兼大阪地区関係会 
社担当 

2013年４月 同社代表取締役社長 

2013年６月 当社取締役（現任） 

2018年４月 青木あすなろ建設㈱取締役会長（現任） 

2018年６月 髙松建設㈱取締役（現任） 

※１ 1 

取締役   萩原 敏孝 1940年６月15日生

1969年12月 ㈱小松製作所入社 

1990年６月 同社取締役 

1995年６月 同社常務取締役 

1997年６月 同社専務取締役 

1999年６月 同社代表取締役副社長 

2003年６月 同社代表取締役会長 

2007年６月 同社相談役・特別顧問 

2011年６月 同社特別顧問 

2013年６月 同社顧問（現任） 

2014年６月 当社社外取締役（現任） 

※１ 3 

取締役   西出 雅弘 1956年12月29日生

1981年４月 当社入社 

2005年６月 当社執行役員本社営業企画室長 

2007年６月 当社取締役常務執行役員大阪本店長 

2008年10月 髙松建設㈱取締役専務執行役員大阪本店 
長 

2010年６月 同社代表取締役専務執行役員大阪本店長 

2014年４月 同社代表取締役社長 

2014年６月 当社取締役（現任） 

2018年４月 髙松建設㈱代表取締役会長（現任） 

2018年６月 青木あすなろ建設㈱取締役（現任） 

※１ 29 

取締役   青山 繁弘 1947年４月１日生

1969年４月 サントリー㈱入社 

1994年３月 同社取締役洋酒事業部長 

1999年３月 同社常務取締役マーケティング部門・宣 
伝事業部担当営業推進本部長 

2003年３月 同社専務取締役経営企画本部長 

2006年３月 同社取締役副社長酒類カンパニー長 

2009年２月 サントリーホールディングス㈱取締役副 
社長 

2010年３月 同社代表取締役副社長 

2014年10月 同社代表取締役副会長 

2015年４月 同社 高顧問 

2016年６月 当社社外取締役（現任） 

2018年４月 サントリーホールディングス㈱特別顧問
（現任） 

※１ 1 

取締役   髙松 英之 1977年２月28日生
2005年11月 ㈱たかまつ屋（現㈱孝兄社）設立、代表 

取締役社長（現任） 

2016年６月 当社取締役（現任） 
※１ 325 

取締役   辻井 靖 1959年３月８日生

1982年４月 ㈱青木建設入社 

2011年４月 青木あすなろ建設㈱上席執行役員大阪土
木本店長 

2015年４月 同社常務執行役員大阪土木本店長 

2016年４月 同社常務執行役員東京土木本店長 

2017年４月 同社専務執行役員土木事業本部統括本部
長兼東京土木本店長 

2017年６月 同社取締役兼専務執行役員土木事業本部
統括本部長兼東京土木本店長 

2018年４月 同社代表取締役社長（現任） 

2018年６月 当社取締役（現任） 

※１ － 

常勤監査役   柴田 香司 1952年10月27日生

2003年３月 ㈱みずほ銀行青山支店支店長 

2005年４月 みずほ信用保証㈱常務取締役 

2013年６月 当社常勤監査役（現任） 

※２ 0 
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(注) １．代表取締役髙松孝嘉と取締役髙松孝年は兄弟であります。 

２．取締役髙松浩孝は、取締役名誉会長髙松孝之の長男であります。 

３．取締役髙松英之は、取締役名誉会長髙松孝之の次男であります。 

４．取締役萩原敏孝および青山繁弘は、社外取締役であります。 

また、当社は、萩原敏孝および青山繁弘を株式会社東京証券取引所の定めにもとづく独立役員として届け出

ております。 

５. 監査役柴田香司、藤原利往、津野友邦および中原秀人は、社外監査役であります。 

また、当社は、柴田香司、藤原利往、津野友邦および中原秀人を株式会社東京証券取引所の定めにもとづく

独立役員として届け出ております。 

６．※１ 取締役の任期は2018年３月期に係る定時株主総会の終結の時から2019年３月期に係る定時株主総会の

終結の時までであります。 

※２  監査役の任期は2017年３月期に係る定時株主総会の終結の時から2021年３月期に係る定時株主総会の

終結の時までであります。 

       ※３  監査役の任期は2016年３月期に係る定時株主総会の終結の時から2020年３月期に係る定時株主総会の

          終結の時までであります。 

    ※４ 監査役の任期は2018年３月期に係る定時株主総会の終結の時から2022年３月期に係る定時株主総会の

   終結の時までであります。 

７．提出日現在の執行役員は次のとおりであります。 

（※印の執行役員は取締役を兼務しております。） 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

(千株) 

常勤監査役   藤原 利往 1955年２月１日生

1994年４月 ㈱あさひ銀行（現㈱りそな銀行）天下茶 
屋支店長 

2004年４月 ㈱りそな銀行執行役兵庫地域CEO兼神戸支 
店長兼三宮支店長 

2007年６月 昭和オートレンタリース㈱（現日本カー 
ソリューションズ㈱）代表取締役社長 

2009年６月 シライ電子工業㈱監査役 

2012年９月 因幡電機産業㈱常勤監査役 

2016年６月 当社常勤監査役（現任） 

※３ 0 

監査役   津野 友邦 1973年１月20日生

2002年10月 新日本監査法人入所 

2006年６月 公認会計士登録 

2007年７月 津野公認会計士事務所開業、代表（現 
任） 

2010年９月 税理士法人津野・倉本会計事務所設立、 
代表社員 

2016年６月 当社監査役（現任） 

2016年９月 いざなみ監査法人設立、代表社員（現任） 

2017年１月 いざなみ税理士法人設立、代表社員（現 
任） 

2018年１月 ㈱いざなみ総研代表取締役（現任） 

※３   － 

監査役   中原 秀人 1950年11月17日生

1973年４月 三菱商事㈱入社 

2004年４月 同社執行役員欧州支社長 

2006年４月 同社執行役員中国総代表 

2007年４月 同社常務執行役員中国総代表 

2009年６月 同社取締役常務執行役員コーポレート担
当役員（地域戦略）、地域開発管掌 

2011年６月 同社代表取締役副社長執行役員 

2016年４月 同社取締役 

2016年６月 同社顧問 

2018年６月 当社監査役（現任） 

※４   － 

計 9,935 
 

役職 氏名 担当 

社長執行役員 ※吉武 宣彦   

副社長執行役員 ※髙松 孝嘉 グループ統括所管 

専務執行役員 ※髙松 浩孝 グループ戦略本部担当 

常務執行役員 ※松下 善紀 
グループリスク統括本部担当 兼 グループリスク統括本部長 兼 
リスク・規程管理室長 

常務執行役員  井筒 廣之 グループ統括本部長 兼 統括部長 兼 ＩＲ・広報室長 

常務執行役員  角田  稔 グループ戦略本部長 兼 新規事業・Ｍ＆Ａ推進部長 

常務執行役員   植田 伸吾 管理本部長 兼 法務室長 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

一部の項目につきましては、当社に関する事項に代えて、当社グループのコーポレート・ガバナンスに関する

事項について記載しております。 

  

１．企業統治の体制 

１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、当社グループが株主やお客様をはじめとするステークホルダーの皆様の信任に応え、広く社会

から信頼されるグループであることを経営上の重要な課題と位置付けており、意思決定の透明性・公正

性を確保するとともに、保有する経営資源を十分有効に活用し、迅速・果断な判断によりグループ全体

の企業価値を継続的に向上させるため、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。 

  
２）企業統治の体制の概要および採用する理由 

当社は、監査役会設置会社であります。 

当社は、コーポレート・ガバナンスの実効性を高めるため、取締役会の監督・監視機能を強化しておりま

す。また、監査役会は全員を専門性の高い社外監査役で構成し、監査役監査を支える体制を整えることで、

監査役会の機能を有効に活用しております。 

ａ．取締役会 

当社の取締役会は、提出日現在16名の取締役（うち社外取締役２名）により構成され、原則として

月１回定期的に開催し、グループ企業価値を 大化するという認識のもとに、会社法上要請される事

項の決定をはじめグループ全体の経営方針・戦略の 終決定等をおこなうとともに、業務執行を厳正

に管理・監督しております。 

ｂ．監査役会 

当社の監査役会は、提出日現在４名の監査役（全員社外監査役）により構成されております。各監

査役は、監査役会が策定した監査計画に従い、事業会社の監査役と連携をとり各社の重要な事業所へ

の往査をおこなうほか、各社の取締役会等、重要な会議への出席や、当社ならびに事業会社の取締役

等および会計監査人に報告を求めることで、取締役の職務執行につき厳正な監査をおこなっておりま

す。また、監査役監査の機能強化のため取締役会等の指揮命令から独立して監査役の職務を補助する

監査役室を設置し、公認会計士の資格を持つ者を配置しております。 

 さらに、監査役は、代表取締役、内部監査室、会計監査人および社外取締役等との情報交換、なら

びにグループ各社の監査役と情報交換を適宜おこない、監査役監査の実効性の向上をはかっておりま

す。 

 なお、社外監査役津野友邦は公認会計士および税理士として、財務および会計に関する相当程度の

知見を有しております。 

ｃ．業務の適正を確保するための体制の整備状況 

当社は、会社法第362条第４項第６号および第５項にもとづく、取締役の職務の執行が法令および

定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するための体制につい

て2006年5月18日開催の取締役会において決議いたしました。その後適宜これを改訂しております。

この業務の適正を確保するための体制に関する以下の基本方針にもとづいて、グループ会社を含めた

体制の整備とその適切な運用に努めております。 

①当社および子会社の取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

ⅰ．当社グループでは、取締役は、「取締役会規程」および「決裁規程」にもとづき、その職務の

職務をおこなうにあたり、法令、定款、企業理念および諸規程に則り行動し、その職責を果たす

こととしております。 

ⅱ．当社グループでは、取締役会は企業倫理および社会的責任にてらし、経営方針およびその執行

方法に適法性、妥当性、相当性の欠落はないか、善管注意義務違反、不作為による忠実義務違反

がないか自ら検証することが使命であるとしております。 

ⅲ．当社および子会社の内部監査部門は、連携をとって各社の内部監査を随時実施しております。

ⅳ．社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与えるあらゆる反社会的勢力および団体に対しては、

毅然とした態度で臨み、関係遮断を徹底しております。 

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

当社は、取締役会の決定に関する記録について、「取締役会規程」および「文書管理要領」に則

り作成保存および管理しております。 

③当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ⅰ．当社グループでは、各社が損失の危険の管理に関する事項は、「決裁規程」「リスク管理規

程」「緊急事態対策要領」および「リスク事項取扱要領」に定めており、重要事項については取
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締役会で決議しております。 

ⅱ．当社は、子会社の重大なリスク発生等を把握し、グループに影響を及ぼす事項を統括しており

ます。特にリスクが高い事項については、都度速やかに、当社へ報告することとしております。

④当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制 

ⅰ．当社グループでは、取締役会は、グループの重要事項について適正かつ迅速な意思決定をおこ

なう体制を整え、取締役の業務執行が経営方針と合致しているか検証するとともに、目標実現に

向けて指導ならびに指示を与えております。 

ⅱ．当社は、取締役会の審議のさらなる活性化と、ガバナンスおよび経営監督機能の強化のため、

社外取締役を選任しております。 

ⅲ．当社は、子会社の取締役会が適切に意思決定をおこない、チェック機能をはたすよう支援し、

その決議事項が適正なものか管理しております。 

⑤当社および子会社の使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

ⅰ．当社グループでは、社員全員に「企業理念」カードを配布し、日々唱和をおこない、経営目

標、経営姿勢、存在意義および行動指針で構成された企業理念に則った行動をとるよう努めてお

ります。 

ⅱ．当社グループでは、共通のグループ報や各社の社内会議の機会を捉え、社員全員に法令遵守が

企業活動の前提であることを繰り返し伝え、社員の法令、定款および諸規程の遵守についての周

知徹底をはかっております。 

ⅲ．当社および子会社の内部監査部門は、連携をとって各社の内部監査を随時実施しております。

⑥当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

ⅰ．当社グループは純粋持株会社体制を採用し、グループ共通事項は当社が、業務執行に係る事項

は中核会社が支援および管理をおこなうこととしております。 

ⅱ．グループとしての一体感を形成するため「グループ憲章」を定め、各社が共通した企業理念に

もとづいて適正かつ適法な企業活動をおこなうこととしております。 

ⅲ．グループ各社が相互に緊密に連携をとり、子会社の自主独立による発展をはかるとともに、グ

ループトータルの企業価値の増大をはかるため、「持株会社と事業会社に関する規程」を定めて

おります。 

ⅳ．各中核会社が主催するグループ社長会を開催して、実効性を高める体制をとり、各社の業務の

適正の確保に努めております。 

ⅴ．当社は、子会社が報告すべき事項を定め、定期的あるいは発生の都度報告を受けております。

⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

 当社は、監査役の職務を補助するために監査役室を設置しております。 

⑧監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の

確保に関する事項 

ⅰ．補助者に対しては、監査役が直接、指揮監督し統括いたします。 

ⅱ．補助者の監査役補助職務に係る人事評価は監査役がおこない、人事異動・懲戒処分に関しては

監査役の同意を得ておこなうこととしております。 

⑨当社および子会社の取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制 

ⅰ．当社取締役は、会社に著しい影響を及ぼす事実が発生し、または発生するおそれがあるとき

は、監査役に速やかに報告します。 

ⅱ．監査役は、一部子会社の監査役を兼任し、各社の業務遂行状況等の報告を受ける体制としてお

ります。 

ⅲ．監査役は、必要があると認めたときは、取締役および社員に報告を求めることができることと

しております。 

ⅳ．内部監査部門およびグループ統括部門は、当社グループにおける内部監査、リスク管理等の現

状を報告することとしております。 

ⅴ．グループ各社で内部通報規程を定め、グループの役員、社員からの通報窓口を当社のグループ

リスク統括本部または中核会社の担当部門、監査役および外部の弁護士事務所とするとともに、

当該通報をおこなったことを理由とする、解雇その他不利益な取り扱いを禁止しております。 

⑩その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制 

ⅰ．監査役会は、会計監査人および内部監査部門から監査内容について説明を受けるとともに、必

要な情報の交換をおこなうなど連携をはかっております。 

ⅱ．監査役の職務執行に係る費用については、あらかじめ予算に計上し、請求に応じております。

また臨時に発生した費用についても、正当性を確認のうえ、請求に応じることとしております。
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ｄ．業務の適正を確保するための体制の運用状況 

当社および当社グループは、業務の適正を確保するための体制に関する基本方針にもとづいて、制

度の整備とその適切な運用に努め、企業価値の継続的な向上をはかっております。当事業年度におけ

る当該体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。 

①内部統制システム全般 

ⅰ．当社は、当期中に12回の取締役会を開催し、重要事項について審議・決定するほか、グループ

における業務の適正を確保するため、グループ会社の事業、業績、リスク、法令遵守の状況を重

要度に応じて報告を受けました。 

ⅱ．内部監査については、グループ各社の内部監査部門が、連携をとって網羅的にグループ全社の

内部監査を実施しました。また、当社は外部の公認会計士に委託し、独立した立場と専門的な見

地から各社が監査を受ける等の体制をとり、引き続き内部統制システムの強化をはかりました。

ⅲ．当社およびグループ各社の財務報告に係る内部統制の評価については期中から期末にかけてお

こない、適正な財務報告を作成する体制の改善をはかりました。 

②コンプライアンスに関する取組み 

ⅰ．行動指針 

当社は、グループ憲章、経営理念、企業理念のもと、社員の考え方や意識の方向性を明確にす

るものとして「行動指針」を定め、社員に次の事項等を周知、徹底しました。 

・コンプライアンスの重要性を認識し、社会が求める高い規範意識をもって公正で誠実に業務を

おこなうこと。 

・取引先等に利益や便宜の提供を要求したり、受取ることはせず、公私の区別を厳密にわきまえ

ること。 

・独立した個人として自らの品性を磨き、不正は、勇気をもって正すこと。 

          ⅱ.コンプライアンス委員会 

中核会社では、コンプライアンス委員会が中心になって、問題となる事項がないかの情報収集

をおこない、社員の教育、啓蒙に努めました。 

ⅲ.コンプライアンス研修 

「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、研修や朝礼等の場でその内容を徹底するほか、コ

ンプライアンスにまつわる必要な情報をグループ報でわかりやすく提供する等をおこないまし

た。また、外部講師による研修を、対象者を現場の長にも拡げて実施しました。 

ⅳ．内部通報体制 

グループの内部通報窓口を当社の監査役や外部の弁護士事務所にも設置するとともに、社内 

イントラネットや掲示板を利用して、内部通報者の不利益取扱いを禁止する等の周知を徹底

し、実効性のある内部通報制度の整備をはかりました。 

  なお、当期は重大な法令違反等に係る内部通報案件はありませんでした。 

③リスク管理体制の強化 

ⅰ．リスク管理体制 

「リスク事項取扱要領」において、重大な物理的・経済的・信用上のリスクや損害が発生した

場合に早期かつ有利な解決をはかるため、その報告・対応・管理の手続きを定めています。当

社は、その影響度に応じてグループ会社から報告を受け、必要に応じて取締役会に報告をおこ

ないました。 

ⅱ．情報セキュリティ 

情報資産に関するリスクについては「情報セキュリティ基本規程」を定めており、その基本方

針に則り、情報セキュリティの体制や必要なシステムの構築、教育・訓練の実施、自己点検・

監督による徹底および事故・トラブル発生時の対応等を定め、当社およびグループ各社のレベ

ルアップをはかりました。 

④グループ会社管理 

ⅰ．「持株会社と事業会社に関する規程」を定め、グループ会社における重要事項のうち、株主と

して決定すべき事項、グループに影響を及ぼすリスクの高い財務事項、業務執行事項およびグル

ープトータルの企業価値増大の観点から共通化をはかるべき事項を持株会社対応事項とし、ルー

ルに従い当社取締役会で承認等をおこないました。 

ⅱ．各中核会社は、自社グループの社長会を毎月開催し、各社業務執行の報告、グループ決定事項

および注意事項の伝達、課題の協議、問題点への指導等をおこないました。 

ⅲ．グループ会社の業績の計画実績対比および期末見込、経営指標、金融取引状況、係争・懸案事

項等について毎月定型書式で報告を受けました。 

  また、新規に発生した案件については逐次詳細な資料で報告を受け、重大なリスクが発生した

場合、当社の取締役会で報告をおこないました。また、グループ全体のリスク動向について四半
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期毎に取締役会に報告をおこないました。 

ⅳ．グループ会社の取締役会が適切に意思決定をおこなっているか、決議事項が適正であるかにつ

いて、グループ各社の取締役会の議事録等を毎月収集しており、その内容を精査のうえ指導をお

こないました。 

⑤取締役の職務執行 

ⅰ．当社は、取締役会規程にもとづき、月１回取締役会を開催し、法令または定款に定められた事

項や決裁規程に定める重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行に関する報告を受け、取

締役の職務執行の監督をおこないました。 

ⅱ．当社では、議案等に係る分析・検討資料を取締役会の1週間前に取締役会メンバーに配布する

等、審議が活性化するよう情報提供に留意しました。 

ⅲ．社外取締役をはじめとした役員による十分な審議がおこなわれるよう努めました。 

ⅳ．取締役会の実効性を評価し、改善すべき事項を明確にして対応を進めました。 

⑥監査役の職務執行 

ⅰ．監査役は、当社およびグループ会社の取締役会およびその他の重要会議に出席し、必要に応じ

て意見を述べるとともに、定期的に往査をおこない、担当取締役や担当者に説明を求め、改善事

項等の指導をおこないました。 

ⅱ．監査役会を月1回開催し、個々の監査役の監査活動の報告、意見交換および情報交換をおこな

い、監査の有効性、効率性を高めました。 

ⅲ．監査役は、代表取締役、内部監査室、会計監査人および社外取締役等との情報交換、ならびに

グループ各社の監査役との情報交換をおこない、監査の実効性、効率性を高めました。また、当

社およびグループ会社に係る重要な情報が適時適切に監査役に報告され、または監査役が報告を

求めることができる体制をとっており、適切な運用がなされました。 

ⅳ．取締役会等の指揮命令から独立して監査役の職務を補助する監査役室を設置し、公認会計士の

資格を持つ者を配置し、幅広い高度な監査を進めました。 

また、当社およびグループ会社は、会社経営および日常の業務について必要に応じて 弁護士など

の複数の専門家から経営判断上の参考とするためのアドバイスを受ける体制をとっております。 

ｅ．コンプライアンス経営の推進 

コンプライアンス重視の経営を実践するため、関係法規、社内規程および行動指針・行動基準の遵

守について様々な機会を通じてグループ全体に周知徹底し、企業倫理の定着に努めております。 

ｆ．社会貢献活動 

当社グループは、社会貢献活動としてステークホルダーの皆様はもちろん、地域社会を含めた全て

の人々との良好な関係を構築するため、「植樹活動および育林活動」や「地域清掃活動」および「地

元楽団への支援」等をおこなっております。このような活動がささやかながらも社会貢献に寄与する

ものと考え、今後も継続的に実施してまいります。 

ｇ．責任限定契約の内容の概要 

当社は、2015年6月25日開催の定時株主総会において定款の一部変更を決議し、会社法第427条第１

項にもとづき、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）および監査役との間において、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定めております。当該契

約にもとづく損害賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める 低責任限度額としておりま

す。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）お

よび監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。
  

２．内部監査および監査役監査の状況 

 当社は、グループ全体の健全かつ持続的な発展に資するため、グループリスク統括本部の下に内部監査部門

を設置しております。グループ全体での人員は17名であり、監査の内容によりその業務に通じた社員を補助者

とし、法令、諸規程、経営方針、経営計画等にもとづいて業務運営および財産保全が適正かつ適切におこなわ

れているかについて監査し、必要に応じて改善策の提案をおこなっております。 

 監査役監査の状況につきましては、「ｄ．業務の適正を確保するための体制の運用状況 ⑥監査役の職務執

行」に記載のとおりであります。 

 監査役会、内部監査室および事業会社の内部監査室は定期的に意見交換をおこない、各監査業務が効率的か

つ実効的におこなわれるよう、相互連携をはかっております。 
  

３．会計監査の状況 

当社は、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結しており、会社法監査ならびに金融商品取引法監査を

受けております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりであり、その補助者は公認会計士

９名、その他11名であります。 

なお、当社と同監査法人または業務を執行した公認会計士との間に特別な利害関係はありません。 
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    指定有限責任社員 業務執行社員  近藤 康仁 

    指定有限責任社員 業務執行社員  桃原 一也 

会計監査人と監査役会との連携については、事業年度開始時に監査体制および監査計画について協議をおこ

なうとともに、定期的に監査状況報告会を実施し、また必要に応じて適宜意見交換をおこなうなど、各監査業

務が適正かつ実効的におこなわれる体制を整備しております。 
  

４．社外取締役および社外監査役 

当社は社外取締役を２名、社外監査役を４名選任しております。 

社外取締役および社外監査役の選任につきましては、東京証券取引所が一般株主と利益相反が生じるおそれの

ある項目として示す独立性に関する判断基準をもとに会社独自の基準により独立性を確保し、様々な分野に関

する豊富な経験と知識を有する者を選任することとしております。 

 当社は、社外取締役および社外監査役全員について、東京証券取引所の定めにもとづく独立役員として届け

出ております。 

各社外取締役および社外監査役の当社との関係等につきましては、以下のとおりであります。 
  

 社外取締役萩原敏孝は、企業経営者として豊富な経験と幅広い見識を持たれ、既に４年間当社の社外取締役

として、公正かつ客観的な立場に立って適切な意見をいただいており、今後も引き続き取締役会の意思決定に

際して適切な指導をお願いできるものと判断して、社外取締役に選任しております。同氏および㈱小松製作所

と当社グループとの間には当社の意思決定に影響を与えるような取引関係はなく、また、グループ会社の青木

あすなろ建設㈱は同氏に対し顧問報酬を支払っておりますが、報酬は多額ではなく、独立した公正・中立な立

場を保持できるものと判断しております。 
  

 社外取締役青山繁弘は、企業経営者として豊富な経験と幅広い見識を持たれ、この２年間当社の社外取締役

として、公正かつ客観的な立場に立って適切な意見をいただいており、今後も引き続き取締役会の意思決定に

際して適切な指導をお願いできるものと判断して、社外取締役に選任しております。同氏およびサントリーホ

ールディングス㈱と当社グループとの間には当社の意思決定に影響を与えるような取引関係はなく、独立した

公正・中立な立場を保持できるものと判断しております。 
  

 社外監査役柴田香司は、金融機関や企業経営における豊富な経験と幅広い実務経験を持たれ、その幅広い見

識と専門的な知識により当社の経営全般を監視し有効な助言をいただいていることから、社外監査役に選任し

ております。同氏の出身銀行である㈱みずほ銀行は当社の取引銀行であり、当社の株主（その持株比率は発行

済株式総数から自己株式数を控除して算出するベースで約2.4％）でありますが、同行と当社グループとの間

には当社の意思決定に影響を与えるような取引関係はありません。また、みずほ信用保証㈱と当社グループと

の間に取引関係はなく、独立した公正・中立な立場を保持できるものと判断しております。 
  

 社外監査役藤原利往は、金融機関や企業経営における豊富な経験や上場会社の監査役経験を持たれ、その幅

広い知見と専門的な知識により当社の経営全般を監視し有効な助言を期待し得るものと判断し、社外監査役に

選任しております。同氏の出身銀行である㈱りそな銀行は当社の取引銀行であり、当社の株主（その持株比率

は発行済株式総数から自己株式数を控除して算出するベースで約3.1％）でありますが、同行と当社グループ

との間には当社の意思決定に影響を与えるような取引関係はありません。また、シライ電子工業㈱および因幡

電機産業㈱との間にも意思決定に影響を与えるような取引関係はなく、独立した公正・中立な立場を保持でき

るものと判断しております。 
  

 社外監査役津野友邦は、公認会計士、税理士として幅広く活躍し、財務・会計に関する適切な知見を持た

れ、また、当社のリスク調査業務を2012年から３年半受託し、グループ各社の事業実態に通じられており、当

社の経営全般の監視およびコンプライアンス経営の推進にご活躍いただけるものと判断し、社外監査役に選任

しております。現在は同氏と当社グループとの間に取引関係はなく、独立した公正・中立な立場を保持できる

ものと判断しております。 
  

 社外監査役中原秀人は、企業経営者として豊富な経験と幅広い見識を持たれ、当社の経営全般の監視と有効

な助言をいただけるものと判断し、社外監査役に選任しております。同氏および三菱商事㈱と当社グループと

の間に当社の意思決定に影響を与えるような取引関係はなく、独立した公正・中立な立場を保持できるものと

判断しております。 

  

社外取締役および社外監査役と当社グループとの間にその他特別の利害関係はありません。 
  
  

社外取締役および社外監査役が所有する当事業年度末における当社株式数は、「第４ 提出会社の状況

５．役員の状況」に記載しております。 
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５．役員報酬等 

１）役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数 
  

  

(注) １．退職慰労金は当事業年度に役員退職慰労引当金繰入額として費用処理した金額であり、2018年 
    ６月27日開催の第53回定時株主総会において決議いただいおります。 

２．連結報酬等の総額が１億円を超える役員はおりません。 
３．使用人兼務役員はおりません。 
４．社外役員の員数は、当事業年度において辞任または社外役員でなくなった者を含みます。 

  

２）役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容および決定方法 

業務執行取締役の報酬等は、成果や職責を適切に反映させた業績連動によるインセンティブ付けをおこ

なっており、業務執行をおこなわない取締役の報酬等は、業績連動の要素を含まないものといたしており

ます。この方針にもとづき、取締役の報酬は、株主総会にて承認を得た範囲内で、取締役会の一任を得た

社長が、会長等と協議のうえ決定しております。 

監査役の報酬は、株主総会で承認された監査役の報酬総額の範囲内において、監査役会における監査役

の協議により決定しております。 

なお、株主総会で承認された取締役、監査役の報酬総額の限度額は次のとおりであります。 

取締役報酬限度額：年額250百万円以内（2004年６月29日定時株主総会決議） 

監査役報酬限度額：年額45百万円以内（1997年６月25日定時株主総会決議） 

  

６．定款の規定 

１）当社の取締役は、18名以内とする旨を定款に定めております。 

２）株主総会における取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもっておこない、累積投票によらないものとする旨を定款に定め

ております。 

３）取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。 

４）株主総会の特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営をおこなうことを目的とし

て、会社法第309条第２項に定める決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっておこなう旨を定款に定めております。 

５）経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行することを目的として、会社法第165条第２項の規定

により、取締役会の決議により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。 

６）株主への機動的な利益還元をおこなうことを目的として、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定

める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によっ

て定める旨を定款に定めております。 

 

役員区分 
報酬等
の総額 
(百万円) 

報酬等の種類別の総額（百万円) 対象となる
役員の員数

(名) 
基本報酬 

ストック・
オプション

賞与 退職慰労金 

取締役 
(社外取締役を除く。) 

257 207 － － 50 14 

監査役 
(社外監査役を除く。) 

－ － － － － － 

社外役員 79 79 － － － 6 
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７．株式の保有状況 

当社の保有状況については以下のとおりであります。 

１）投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数および貸借対照表計上額の合計額 

  

２）保有目的が純投資目的以外である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額および保有目的

前事業年度 
特定投資株式 

  
  

みなし保有株式 

  該当事項はありません。 

  
当事業年度 
特定投資株式 

  

  

みなし保有株式 

  該当事項はありません。 

  
  

 

銘柄数 ９銘柄 
 

貸借対照表計上額 1,723百万円
 

銘柄 
株式数 
(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

保有目的 

リゾートトラスト㈱ 336,960 660 

グループの事業活
動における円滑な
推進のため 

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,851,530 377 

㈱ケー・エフ・シー 91,000 220 

㈱池田泉州ホールディングス 343,926 158 

㈱りそなホールディングス 231,265 138 

中山福㈱ 71,000 59 

東洋テック㈱ 38,000 41 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 54,450 38 

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 5,134 19 
 

銘柄 
株式数 
(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

保有目的 

リゾートトラスト㈱ 336,960 752 

グループの事業活
動における円滑な
推進のため 

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,851,530 354 

㈱ケー・エフ・シー 91,000 189 

㈱池田泉州ホールディングス 343,926 137 

㈱りそなホールディングス 231,265 129 

中山福㈱ 71,000 53 

東洋テック㈱ 38,000 45 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 54,450 37 

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 5,134 22 
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当社および連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が も大きい会社である青

木あすなろ建設㈱については以下のとおりであります。 

１）投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数および貸借対照表計上額の合計額 

  

２）保有目的が純投資目的以外である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額および保有目的

前事業年度 

特定投資株式 

  

  

みなし保有株式 

該当事項はありません。 

  

当事業年度 

特定投資株式 

  

  

みなし保有株式 

該当事項はありません。 

  

 

銘柄数 28銘柄 
 

貸借対照表計上額 3,065百万円
 

銘柄 
株式数 
(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

保有目的 

トヨタ自動車㈱ 117,000 706   

東海旅客鉄道㈱ 33,000 598   

阪急阪神ホールディングス㈱ 60,000 217 営業上の取引関係
の維持・拡大等 関西電力㈱ 108,400 148 

山陽電気鉄道㈱ 200,000 113   

積水ハウス㈱ 37,000 67   
 

銘柄 
株式数 
(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

保有目的 

トヨタ自動車㈱   117,000 798   

東海旅客鉄道㈱ 33,000 664   

阪急阪神ホールディングス㈱ 60,000 236 営業上の取引関係
の維持・拡大等 関西電力㈱ 108,400 148 

山陽電気鉄道㈱ 40,000 105   

積水ハウス㈱ 37,000 71   
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(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

② 【その他重要な報酬の内容】 

前連結会計年度および当連結会計年度とも該当事項はありません。 

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

前連結会計年度および当連結会計年度とも該当事項はありません。 

  

④ 【監査報酬の決定方針】 

当社ならびに公認会計士監査対象の連結子会社各社において、連結会計年度開始時に監査法人から監査

計画書を受領し、計画の内容およびこれにもとづく見積監査時間数の妥当性等について総合的に検討し、

さらに監査役会・監査役の同意を得たうえで決定することとしております。 

  

 

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円) 

非監査業務に 
基づく報酬(百万円) 

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円) 

非監査業務に 
基づく報酬(百万円) 

提出会社 21 － 21 － 

連結子会社 65 － 69 － 

計 87 － 91 － 
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第５ 【経理の状況】 
１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号）に

準拠して作成し、「建設業法施行規則」（1949年建設省令第14号）に準じて記載しております。  

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号）第２条の

規定にもとづき、同規則および「建設業法施行規則」（1949年建設省令第14号）により作成しております。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、連結会計年度（2017年４月１日から2018年３月

31日まで）の連結財務諸表および事業年度（2017年４月１日から2018年３月31日まで）の財務諸表について、有限

責任 あずさ監査法人による監査を受けております。  

  

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて 

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みをおこなっております。 

  具体的には、会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制

を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、会計基準の内容またはその変更等についての情報収集

をおこなっております。  
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 
(2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(2018年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金預金 77,396 68,571 

    受取手形・完成工事未収入金等 60,255 68,146 

    販売用不動産 7,177 7,592 

    未成工事支出金 1,143 781 

    不動産事業支出金 ※2  3,327 764 

    未収入金 6,242 5,263 

    繰延税金資産 1,564 2,197 

    その他 1,069 1,275 

    貸倒引当金 △381 △270 

    流動資産合計 157,794 154,322 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物・構築物（純額） ※2  2,454 4,016 

      機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 821 1,199 

      船舶（純額） 651 1,595 

      土地 ※2,※4  8,961 ※4  12,916 

      リース資産（純額） 179 152 

      建設仮勘定 555 58 

      有形固定資産合計 ※1  13,623 ※1  19,938 

    無形固定資産 302 473 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 ※3  5,692 ※3  6,436 

      繰延税金資産 1,227 1,474 

      その他 3,188 2,563 

      貸倒引当金 △902 △295 

      投資その他の資産合計 9,206 10,178 

    固定資産合計 23,132 30,591 

  資産合計 180,927 184,914 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 
(2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(2018年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    工事未払金 29,710 32,565 

    未払法人税等 3,527 2,373 

    未成工事受入金 12,961 11,055 

    完成工事補償引当金 767 690 

    工事損失引当金 58 175 

    賞与引当金 2,846 2,797 

    役員退職慰労引当金 － 50 

    災害損失引当金 385 240 

    その他 7,366 8,326 

    流動負債合計 57,624 58,274 

  固定負債     

    再評価に係る繰延税金負債 ※4  256 ※4  256 

    繰延税金負債 264 271 

    船舶特別修繕引当金 91 52 

    退職給付に係る負債 10,667 10,660 

    その他 1,466 1,405 

    固定負債合計 12,747 12,646 

  負債合計 70,371 70,921 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 5,000 5,000 

    資本剰余金 271 391 

    利益剰余金 95,860 102,100 

    自己株式 △4,296 △7,483 

    株主資本合計 96,835 100,008 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 1,010 1,129 

    土地再評価差額金 ※4  △1,266 ※4  △1,266 

    退職給付に係る調整累計額 △267 △245 

    その他の包括利益累計額合計 △524 △382 

  非支配株主持分 14,245 14,367 

  純資産合計 110,555 113,992 

負債純資産合計 180,927 184,914 
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 

【連結損益計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 2016年４月１日 
 至 2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2017年４月１日 
 至 2018年３月31日) 

売上高     

  完成工事高 201,959 226,117 

  不動産事業売上高 12,171 18,989 

  売上高合計 214,130 245,107 

売上原価     

  完成工事原価 ※1  172,024 ※1  194,903 

  不動産事業売上原価 ※2  11,007 ※2  17,128 

  売上原価合計 183,031 212,032 

売上総利益     

  完成工事総利益 29,935 31,213 

  不動産事業総利益 1,163 1,861 

  売上総利益合計 31,099 33,075 

販売費及び一般管理費 ※3,※4  18,163 ※3,※4  19,444 

営業利益 12,935 13,630 

営業外収益     

  受取利息 0 1 

  受取配当金 90 100 

  受取補償金 － 81 

  受取賃貸料 33 46 

  その他 71 45 

  営業外収益合計 196 276 

営業外費用     

  支払利息 163 163 

  自己株式取得費用 － 31 

  その他 35 9 

  営業外費用合計 199 204 

経常利益 12,932 13,702 

特別利益     

  固定資産売却益 ※5  1 ※5  18 

  投資有価証券売却益 42 5 

  特別利益合計 44 23 

特別損失     

  係争和解金 － 950 

  災害による損失 ※6  403 ※6  126 

  減損損失 ※7  310 － 

  その他 246 121 

  特別損失合計 960 1,198 

税金等調整前当期純利益 12,016 12,527 

法人税、住民税及び事業税 4,789 4,289 

法人税等調整額 △311 △927 

法人税等合計 4,477 3,361 

当期純利益 7,538 9,165 

非支配株主に帰属する当期純利益 942 1,208 

親会社株主に帰属する当期純利益 6,596 7,957 
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【連結包括利益計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 2016年４月１日 
 至 2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2017年４月１日 
 至 2018年３月31日) 

当期純利益 7,538 9,165 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △8 150 

  退職給付に係る調整額 0 41 

  その他の包括利益合計 ※  △7 ※  191 

包括利益 7,531 9,356 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 6,560 8,098 

  非支配株主に係る包括利益 970 1,257 
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③ 【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度(自 2016年４月１日 至 2017年３月31日) 

  

  

  

  (単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 5,000  271 90,596 △4,296 91,571  

当期変動額           

剰余金の配当     △792   △792  

剰余金の配当（中間

配当） 
    △540   △540  

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
    6,596   6,596  

自己株式の取得       － － 

連結子会社の自己株

式の取得による持分

の増減 
  △0     △0  

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 
          

当期変動額合計 － △0 5,263 － 5,263  

当期末残高 5,000  271 95,860 △4,296 96,835  

 

  
その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券評

価差額金 
土地再評価差額金

退職給付に係る調

整累計額 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 1,022  △1,266 △244 △489 13,510  104,592 

当期変動額             

剰余金の配当           △792 

剰余金の配当（中間

配当） 
          △540 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
          6,596 

自己株式の取得           － 

連結子会社の自己株

式の取得による持分

の増減 
          △0 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

△12  － △22 △35 734  699 

当期変動額合計 △12  － △22 △35 734  5,962 

当期末残高 1,010  △1,266 △267 △524 14,245  110,555 
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当連結会計年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日) 

  

  

  

 

  (単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 5,000  271 95,860 △4,296 96,835  

当期変動額           

剰余金の配当     △1,008   △1,008  

剰余金の配当（中間

配当） 
    △708   △708  

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
    7,957   7,957  

自己株式の取得       △3,186 △3,186  

連結子会社の自己株

式の取得による持分

の増減 
  119     119  

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 
          

当期変動額合計 － 119 6,240 △3,186 3,173  

当期末残高 5,000  391 102,100 △7,483 100,008  

 

  
その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券評

価差額金 
土地再評価差額金

退職給付に係る調

整累計額 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 1,010  △1,266 △267 △524 14,245  110,555 

当期変動額             

剰余金の配当           △1,008 

剰余金の配当（中間

配当） 
          △708 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
          7,957 

自己株式の取得           △3,186 

連結子会社の自己株

式の取得による持分

の増減 
          119 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 

119  － 22 141 122  263 

当期変動額合計 119  － 22 141 122  3,436 

当期末残高 1,129  △1,266 △245 △382 14,367  113,992 
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 2016年４月１日 
 至 2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2017年４月１日 
 至 2018年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 12,016 12,527 

  減価償却費 821 906 

  減損損失 310 － 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 96 △718 

  完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 109 △76 

  工事損失引当金の増減額（△は減少） 58 116 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 42 △49 

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － 50 

  災害損失引当金繰入額 385 112 

  災害損失 17 14 

  船舶特別修繕引当金の増減額（△は減少） 16 △39 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 352 17 

  受取利息及び受取配当金 △91 △102 

  支払利息 163 163 

  固定資産売却損益（△は益） 61 △7 

  投資有価証券売却損益（△は益） △42 △5 

  売上債権の増減額（△は増加） △3,176 △7,891 

  長期未収入金の増減額（△は増加） 131 603 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △4,803 2,509 

  未収入金の増減額（△は増加） △3,902 1,258 

  仕入債務の増減額（△は減少） 3,858 2,854 

  未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,624 △1,906 

  未払又は未収消費税等の増減額 1,315 △116 

  その他 2,263 935 

  小計 12,631 11,158 

  利息及び配当金の受取額 91 102 

  利息の支払額 △163 △163 

  訴訟関連損失の支払額 △223 △53 

  災害損失の支払額 △17 △272 

  法人税等の支払額 △4,256 △5,625 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 8,061 5,146 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形固定資産の取得による支出 △1,614 △7,151 

  有形固定資産の売却による収入 142 52 

  無形固定資産の取得による支出 △104 △231 

  投資有価証券の取得による支出 △9 △594 

  投資有価証券の売却による収入 206 73 

  その他 △8 0 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △1,388 △7,850 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  リース債務の返済による支出 △152 △171 

  自己株式の取得による支出 － △3,218 

  子会社の自己株式の取得による支出 △0 △754 

  配当金の支払額 △1,331 △1,715 

  非支配株主への配当金の支払額 △234 △262 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △1,718 △6,121 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,954 △8,825 

現金及び現金同等物の期首残高 72,442 77,396 

現金及び現金同等物の期末残高 ※  77,396 ※  68,571 
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【注記事項】 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社 

前期 18社  当期 18社 

連結子会社名は、「第１企業の概況４．関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

(2) 主要な非連結子会社 

日本オーナーズクレジット㈱、Takamatsu Construction Group USA,Inc. 

(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益および利益剰余金等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用会社 

該当ありません。 

(2) 主要な持分法非適用会社 

日本オーナーズクレジット㈱、Takamatsu Construction Group USA,Inc. 

(3) 持分法を適用しない会社について、その適用しない理由 

持分法適用外の会社は、いずれも当期純損益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

  

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

有価証券 

①子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

②その他有価証券 

  時価のあるもの 

期末日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）によっております。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

たな卸資産 

①販売用不動産および不動産事業支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下にもとづく簿価切下げの方法により算

定）によっております。 

②未成工事支出金 

個別法による原価法によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

ただし、船舶、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備および構築物については、定額法によっております。 

なお、耐用年数および残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。 

無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年）にもとづいておりま

す。 
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リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補

償額および特定工事における将来の補償費用を計上しております。 

工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち、損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上しておりま

す。 

賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度対応額を計上

しております。 

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に充てるため、当社規程および当社取締役会決議にもとづく支給見込額を

計上しております。 

災害損失引当金 

災害により被災した資産の復旧等に要する費用に充てるため、今後発生見込額を計上しておりま

す。 

船舶特別修繕引当金 

船舶の定期修繕に要する費用に充てるため、 近の支出実績にもとづく定期修繕見積額を計上して

おります。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年から７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年から７年）による定

額法により費用処理しております。 

③未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の会計処理方法 

未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけ

るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

④小規模企業等における簡便法の採用 

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(5) 重要な収益および費用の計上基準 

完成工事高および完成工事原価の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりま

す。 

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  
(未適用の会計基準等) 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2018年３月30日 企業会計基準委員会） 

 ・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2018年３月30日 企業会計基準委員会） 

  
(1) 概要 

国際会計基準審議会（IASB）および米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な 

会計基準の開発をおこない、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASB 

においてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は 

2017年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認 

識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。 

 企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合 

性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを 

出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国でおこなわれてきた実務等に配慮すべき項目 

がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。 

  
(2) 適用予定日 

2022年３月期の期首から適用します。 

  

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であ 

ります。 
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(表示方法の変更) 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「スクラップ売却益」は、金額的

重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の

変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えをおこなっております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」に表示しておりました「スクラ

ップ売却益」25百万円、「その他」45百万円は、「その他」71百万円として組替えております。 

  
前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「支払手数料」は、金額的重要性

が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えをおこなっております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」に表示しておりました「支払手

数料」29百万円、「その他」５百万円は、「その他」35百万円として組替えております。 

  
前連結会計年度において、独立掲記しておりました「特別損失」の「訴訟関連損失」は、金額的重要性

が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えをおこなっております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別損失」に表示しておりました「訴訟関連

損失」142百万円、「その他」103百万円は、「その他」246百万円として組替えております。 

  
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「訴訟関

連損失」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しておりま

す。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えをおこなっておりま

す。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・

フロー」に表示しておりました「訴訟関連損失」142百万円、「その他」2,120百万円は、「その他」2,263

百万円として組替えております。 

  
前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました

「災害損失」と「災害損失の支払額」は金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記してお

ります。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えをおこなってお

ります。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・

フロー」の「小計」に表示しておりました12,614百万円は、「災害損失」17百万円、「小計」12,631百万

円、「災害損失の支払額」△17百万円として組替えております。 

  
前連結会計年度において、独立掲記しておりました「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「固定資

産の除却による支出」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表

示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えをおこ

なっております。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・

フロー」に表示しておりました「固定資産の除却による支出」△12百万円、「その他」４百万円は、「そ

の他」△８百万円として組替えております。 
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(連結貸借対照表関係) 

※１  資産の金額から直接控除した減価償却累計額は、次のとおりであります。 
  

  

※２ 保有目的変更のため、有形固定資産から不動産事業支出金へ振替えたものは、次のとおりであります。 

  

※３ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次のとおりであります。 
  

  

※４ 事業用土地の再評価 

提出会社および連結子会社の一部は、「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）にもと

づき、事業用の土地の再評価をおこなっております。評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。 

なお、一部の連結子会社の「土地再評価差額金」は、連結消去後の金額を純資産の部に計上しております。 

(1）提出会社 

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る事業用土地について地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計

算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した

価額に合理的な調整をおこなって算定しております。 

・再評価の実施年月日…2002年３月31日 
  

当連結会計年度末において、再評価をおこなった土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、

差額を記載しておりません。 

  

(2）一部の連結子会社 

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る事業用土地について地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計

算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した

価額および第２条第３号に定める事業用土地について地方税法（1950年法律第226号）第341条

第10号の土地課税台帳または同条第11号の土地補充課税台帳に登録されている価格に合理的な

調整をおこなって算定しております。 

・再評価の実施年月日…2001年３月31日 
  

 

  
前連結会計年度 
(2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(2018年３月31日) 

有形固定資産 16,151百万円 15,817百万円 
 

  
前連結会計年度 
(2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(2018年３月31日) 

建物・構築物 90百万円 －百万円 

土地 737 － 

計 828 － 
 

  
前連結会計年度 
(2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(2018年３月31日) 

投資有価証券（株式）    132百万円 255百万円 
 

  
前連結会計年度 
(2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(2018年３月31日) 

再評価を行った土地の期末におけ
る時価と再評価後の帳簿価額との
差額 

△293百万円 －百万円 

 

  
前連結会計年度 
(2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(2018年３月31日) 

再評価を行った土地の期末におけ
る時価と再評価後の帳簿価額との
差額 

△153百万円 △160百万円 
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(連結損益計算書関係) 

※１ 完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入額は、次のとおりであります。 
  

  

※２ 販売用不動産残高は収益性の低下にともなう簿価切下後の金額であり、次のとおり販売用不動産評価損が不動

産事業売上原価に含まれております。 
  

  

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。 
  

  

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。 
  

  

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

※６ 災害による損失 

前連結会計年度（自 2016年４月１日 至 2017年３月31日） 

火災により被災した事業用資産の復旧費用等であり、災害損失引当金繰入額385百万円を含んでおります。 

  
当連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日） 

火災により被災した事業用資産の復旧費用等であり、災害損失引当金繰入額112百万円を含んでおります。 

  
  

 

  
前連結会計年度 

(自 2016年４月１日 
至 2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日) 

  58百万円 150百万円 
 

  
前連結会計年度 

(自 2016年４月１日 
至 2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日) 

  86百万円 15百万円 
 

  
  
  

前連結会計年度 
(自 2016年４月１日 
至 2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日) 

従業員給料手当 7,749百万円 8,479百万円 

賞与引当金繰入額 1,127  1,125  

退職給付費用 349  373  

役員退職慰労引当金繰入額 －  50  

貸倒引当金繰入額 154  △423  
 

  
前連結会計年度 

(自 2016年４月１日 
至 2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日) 

  438百万円 429百万円 
 

  
  
  

前連結会計年度 
(自 2016年４月１日 
至 2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日) 

機械、運搬具及び工具器具備品 1百万円 18百万円 
 

― 49 ―



※７ 減損損失 

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

前連結会計年度（自 2016年４月１日 至 2017年３月31日） 

当社グループは、事業用資産については管理会計上の事業単位で、賃貸用資産および遊休資産については個別の

物件単位でグルーピングしております。本社等については独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから、

共用資産としてグルーピングしております。 

 連結子会社の収益性の低下および遊休資産の時価の下落等により、上記資産または資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額しております。 

 当該減少額は減損損失310百万円として特別損失に計上しており、その内訳は、船舶294百万円、その他16百万円

であります。 

なお、当資産グループの回収可能価額は、市場価格を基準とした正味売却価額により測定しております。 

  
当連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日） 

該当事項はありません。 

  
  

(連結包括利益計算書関係) 

※  その他の包括利益に係る組替調整額および税効果額 
  

  

  
  

 

用途 種類 場所 
減損損失 
（百万円） 

事業用資産 船舶 ― 294 

遊休資産 無形固定資産 大阪府他 16 

計     310 
 

  
前連結会計年度 

(自 2016年４月１日 
至 2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日) 

その他有価証券評価差額金     

  当期発生額 22百万円 225百万円 

  組替調整額 △42 △5 

    税効果調整前 △19 220 

    税効果額 11 △70 

    その他有価証券評価差額金 △8 150 

退職給付に係る調整額     

  当期発生額 △273 △229 

  組替調整額 234 254 

    税効果調整前 △39 24 

    税効果額 39 16 

     退職給付に係る調整額 0 41 

その他の包括利益合計 △7 191 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 2016年４月１日 至 2017年３月31日） 

１．発行済株式の種類および総数に関する事項 

  
２．自己株式の種類および株式数に関する事項 

  
３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４．配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

  
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
当連結会計年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日） 

１．発行済株式の種類および総数に関する事項 

  
２．自己株式の種類および株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

2017年７月19日開催の取締役会決議による公開買付け 600,300株 

2018年１月24日開催の取締役会決議による公開買付け 600,000株 
  

３．新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

  
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（注）１株当たり配当額には、記念配当10.0円が含まれております。 
  

 

株式の種類 
当連結会計年度 
期首株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数  （株） 

普通株式 38,880,000 － － 38,880,000 
 

株式の種類 
当連結会計年度 
期首株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数  （株） 

普通株式 2,861,003 － － 2,861,003 
 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2016年５月11日 
取締役会 

普通株式 792 22.0 2016年３月31日 2016年６月24日 

2016年11月９日 
取締役会 

普通株式 540 15.0 2016年９月30日 2016年12月７日 
 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

2017年５月11日 
取締役会 

普通株式 1,008 利益剰余金 28.0 2017年３月31日 2017年６月23日 
 

株式の種類 
当連結会計年度 
期首株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数  （株） 

普通株式 38,880,000 － － 38,880,000 
 

株式の種類 
当連結会計年度 
期首株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数  （株） 

普通株式 2,861,003 1,200,300 － 4,061,303 
 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2017年５月11日 
取締役会 

普通株式 1,008 28.0 2017年３月31日 2017年６月23日 

2017年11月14日 
取締役会 

普通株式 708 20.0 2017年９月30日 2017年12月12日 
 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

2018年５月11日 
取締役会 

普通株式 1,253 利益剰余金 36.0 2018年３月31日 2018年６月28日 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
  

  

 

  
前連結会計年度 

(自 2016年４月１日 
至 2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日) 

現金預金勘定 77,396百万円 68,571百万円 

現金及び現金同等物 77,396 68,571 
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(金融商品関係) 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社および連結子会社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については銀行

借入による方針であります。 

(2) 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制 

営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、取引先の信用リスクを有しておりますが、当該リス

クに関しては、当社および連結子会社の社内規程およびその附則に従い、取引先の信用状況を定期的にモ

ニタリングし、取引先の財政状態等の悪化等による回収懸念の早期把握をはかっております。 

投資有価証券は、主に株式であり、市場価格の変動リスクを有しておりますが、定期的に時価の把握を

おこなっております。 

営業債務である工事未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格にもとづく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（注２参照） 

  

前連結会計年度(2017年３月31日) 

  
  

当連結会計年度(2018年３月31日) 
  

 

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

(1）現金預金 77,396 77,396 － 

(2）受取手形・ 
    完成工事未収入金等 

60,255 60,255 － 

(3) 未収入金 6,242 6,242 － 

(4) 投資有価証券       
    その他有価証券 3,960 3,960 － 

資産計 147,854 147,854 － 

工事未払金 29,710 29,710 － 

負債計 29,710 29,710 － 
 

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

(1）現金預金 68,571 68,571 － 

(2）受取手形・ 
    完成工事未収入金等 

68,146 68,146 － 

(3) 未収入金 5,263 5,263 － 

(4) 投資有価証券       
    その他有価証券 4,323 4,323 － 

資産計 146,304 146,304 － 

工事未払金 32,565 32,565 － 

負債計 32,565 32,565 － 
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注１ 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項 

  資 産 

(1)現金預金、(2)受取手形・完成工事未収入金等および(3)未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

(4)投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

また、有価証券について定められた注記事項は、「有価証券関係」に記載しております。 

  負 債 

   工事未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

  

注２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、時価開示の対象には含めておりません。 

  

注３ 金銭債権および満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度(2017年３月31日) 
  

  
  

当連結会計年度(2018年３月31日) 
  

  

 

    (単位：百万円) 

区分 
前連結会計年度 

（2017年３月31日） 
当連結会計年度 

（2018年３月31日） 

非上場株式（その他有価証券） 1,600 1,657 

関係会社株式 132 255 

優先出資証券 － 200 
 

  
１年以内  

  (百万円） 

１年超 
５年以内  
 (百万円） 

５年超 
10年以内 
 (百万円） 

10年超  
 (百万円） 

現金預金 77,396 － － － 

受取手形・完成工事未収入金等 60,255 － － － 

未収入金 6,242 － － － 

合計 143,894 － － － 
 

  
１年以内  

  (百万円） 

１年超 
５年以内  
 (百万円） 

５年超 
10年以内 
 (百万円） 

10年超  
 (百万円） 

現金預金 68,571 － － － 

受取手形・完成工事未収入金等 68,146 － － － 

未収入金 5,263 － － － 

合計 141,981 － － － 
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(有価証券関係) 

１．その他有価証券 

前連結会計年度(2017年３月31日) 

  
(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,600百万円）、関係会社株式（連結貸借対照表計上額132百万円）に

ついては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有

価証券」には含めておりません。 

  

当連結会計年度(2018年３月31日) 
  

(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,657百万円）、関係会社株式（連結貸借対照表計上額255百万円）、

優先出資証券（連結貸借対照表計上額200百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２．売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自 2016年４月１日 至 2017年３月31日) 

  
当連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日) 

  

  

３．減損処理をおこなった有価証券 

前連結会計年度（自 2016年４月１日 至 2017年３月31日) 

該当事項はありません。 

  
当連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日) 

有価証券について１百万円（非上場株式１百万円）減損処理をおこなっております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

おこない、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理をお

こなっております。 

 

  
連結貸借対照表

計上額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1) 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

      株式 3,801 2,140 1,661 

(2) 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの       

      株式 158 194 △36 

合計 3,960 2,334 1,625 
 

  
連結貸借対照表

計上額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1) 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

      株式 4,186 2,287 1,898 

(2) 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの       

      株式 137 194 △56 

合計 4,323 2,482 1,841 
 

種類 
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株式 206 42 － 
 

種類 
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株式 73 5 － 
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(退職給付関係) 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社および連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度として退職一時金制度を設け

ており、退職給付として、給与と勤務期間にもとづいた一時金を支給しております。 

なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債および退職給付費用を計算

しております。 

  
２．確定給付制度（簡便法を適用した制度を含む） 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

（百万円） 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。 

  

(2) 退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表 

（百万円） 

  

(3) 退職給付費用およびその内訳項目の金額 

（百万円） 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。 

 

  
前連結会計年度 

(自  2016年４月１日 
至  2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  2017年４月１日 
至  2018年３月31日) 

退職給付債務の期首残高 10,276 10,667

勤務費用 607 659

利息費用 85 87

数理計算上の差異の発生額 172 229

退職給付の支払額 △575 △983

過去勤務費用の発生額 101 －

退職給付債務の期末残高 10,667 10,660
 

  
前連結会計年度 
(2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(2018年３月31日) 

非積立型制度の退職給付債務 10,667 10,660

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 10,667 10,660

退職給付に係る負債 10,667 10,660

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 10,667 10,660
 

  
前連結会計年度 

(自  2016年４月１日 
至  2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  2017年４月１日 
至  2018年３月31日) 

勤務費用 607 659

利息費用 85 87

数理計算上の差異の費用処理額 146 154

過去勤務費用の費用処理額 87 99

確定給付制度に係る退職給付費用 927 1,001
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(4) 退職給付に係る調整額 

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 
（百万円） 

  

(5) 退職給付に係る調整累計額 

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

（百万円） 

  
(6) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

主要な数理計算上の計算基礎 

 

   （注）予想昇給率等はポイント制における予想ポイントの上昇率であります。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  2016年４月１日 
至  2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  2017年４月１日 
至  2018年３月31日) 

過去勤務費用 △13 99

数理計算上の差異 △25 △75

合計 △39 24
 

  
前連結会計年度 
(2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(2018年３月31日) 

未認識過去勤務費用 217 117

未認識数理計算上の差異 148 223

合計 365 340
 

  
前連結会計年度 

(自  2016年４月１日 
至  2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  2017年４月１日 
至  2018年３月31日) 

割引率 0.8％～1.1％ 0.8％～1.1％

予想昇給率等 4.8％～5.4％ 4.8％～5.5％
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(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 

  
前連結会計年度 
(2017年３月31日) 

 
当連結会計年度 
(2018年３月31日) 

繰延税金資産         
貸倒引当金 770百万円   476百万円 

賞与引当金 903    886  
未払事業税 263    212  
退職給付に係る負債 3,338    3,339  
減損損失累計額等 543    373  
譲渡損益調整勘定 309    309  
繰越欠損金 2,273    2,484  
未払役員退職金 167    167  
完成工事補償引当金 235    207  
災害損失引当金 128    80  
減価償却累計額 35    118  
その他 988    1,497  

繰延税金資産小計 9,958    10,152  
評価性引当額 △6,812    △6,068  
繰延税金資産合計 3,146    4,084  
繰延税金負債         
譲渡損益調整勘定 △29    △29  
関係会社株式 △44    △44  
その他有価証券評価差額金 △479    △550  
その他 △66    △60  

繰延税金負債合計 △620    △684  
繰延税金資産の純額 2,526   3,400  

 

  
前連結会計年度 
(2017年３月31日) 

  
当連結会計年度 
(2018年３月31日) 

法定実効税率 30.8％   30.8％ 

（調整）           

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5     0.7   

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1     △0.1   

留保金税額 3.3     0.8   

住民税均等割 1.9    1.7  
評価性引当額の増減 2.4    △5.8  
税額控除 △2.7    △2.2  
複数税率による影響 0.0    0.1  
その他 1.2    0.8  
税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.3    26.8  
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討をおこなう対象となっているものでありま

す。 

当社グループの事業は建設事業と不動産事業に大別されますが、更に、建設事業におきましては、建築事業を専業

とする連結子会社、土木事業を専業とする連結子会社ならびにその両方の事業を営む連結子会社に分かれます。建

築、土木両方の事業を営む連結子会社におきましては、本支店組織を建築部門および土木部門に区分して編成してお

ります。 

このため、当社グループは「建築事業」、「土木事業」、「不動産事業」の３つを報告セグメントとしておりま

す。 
  
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載

と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格にもとづいております。 

当社グループは、事業セグメントに資産を配分しておりませんが、当該資産にかかる減価償却費についてはその使

用状況によった合理的な基準に従い事業セグメントに配分しております。 
  
３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報 

前連結会計年度(自 2016年４月１日  至 2017年３月31日) 

(注) １．セグメント利益の調整額△3,281百万円には、各報告セグメントに帰属しない一般管理費等△3,263百万
円およびその他の調整額△17百万円が含まれております。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。 
  

当連結会計年度(自 2017年４月１日  至 2018年３月31日) 

(注) １．セグメント利益の調整額△3,074百万円には、各報告セグメントに帰属しない一般管理費等△3,028百万
円およびその他の調整額△46百万円が含まれております 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。 

  

          (単位：百万円) 

  
報告セグメント 調整額 

（注）１ 

連結損益計 
算書計上額 
（注）２ 建築事業 土木事業 不動産事業 計 

売上高             

  外部顧客への売上高 109,853 92,106 12,171 214,130 － 214,130 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

502 25 367 894 △894 － 

計 110,355 92,131 12,538 215,025 △894 214,130 

セグメント利益 10,406 5,058 751 16,216 △3,281 12,935 

その他の項目             

  減価償却費 131 488 111 731 89 821 
 

          (単位：百万円) 

  
報告セグメント 調整額 

（注）１ 

連結損益計 
算書計上額 
（注）２ 建築事業 土木事業 不動産事業 計 

売上高             

  外部顧客への売上高 117,347 108,770 18,989 245,107 － 245,107 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

753 17 385 1,156 △1,156 － 

計 118,100 108,787 19,375 246,264 △1,156 245,107 

セグメント利益 8,528 6,823 1,353 16,705 △3,074 13,630 

その他の項目             

  減価償却費 167 490 144 802 104 906 
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【関連情報】 

前連結会計年度(自 2016年４月１日  至 2017年３月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  
  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 
  

(2) 有形固定資産 

本邦以外に保有する有形固定資産がないため、該当事項はありません。 
  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客については、該当事項は

ありません。  
  

当連結会計年度(自 2017年４月１日  至 2018年３月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  
  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 
  

(2) 有形固定資産 

本邦以外に保有する有形固定資産がないため、該当事項はありません。 
  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客については、該当事項は

ありません。  
  
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度(自 2016年４月１日  至 2017年３月31日) 

 （注）「全社・消去」の金額は、セグメントに帰属しない全社資産にかかる減損損失であります。  

  
当連結会計年度(自 2017年４月１日  至 2018年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

  
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度(自 2016年４月１日  至 2017年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

当連結会計年度(自 2017年４月１日  至 2018年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度(自 2016年４月１日  至 2017年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

当連結会計年度(自 2017年４月１日  至 2018年３月31日) 

該当事項はありません。  
  

 

      (単位：百万円) 

  
報告セグメント 

全社・消去 合計 
建築事業 土木事業 不動産事業 計 

減損損失 16  294 － 310 0  310 
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【関連当事者情報】 

    関連当事者との取引 

前連結会計年度(自 2016年４月１日 至 2017年３月31日) 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 
  

(注) １．取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  事務所の賃借料および敷金については、近隣の取引事例を参考に決定しております。 

３．㈱三孝社は、当社代表取締役髙松孝嘉、当社取締役髙松孝年の両氏の近親者が議決権の100％を

保有しております。 

  

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 
  

(注) １．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）賃貸建物の維持管理料および工事の請負代金については、一般の取引条件と同様に決定してお

ります。 

(2）事務所の賃借料および敷金については、近隣の取引事例を参考に決定しております。 

３．髙松孝育氏は当社代表取締役髙松孝嘉、当社取締役髙松孝年の両氏の近親者であります。 

４．㈱三孝社は、当社代表取締役髙松孝嘉、当社取締役髙松孝年の両氏の近親者が議決権の100％を

保有しております。 

５．芦屋棉業㈱は、当社取締役名誉会長髙松孝之氏が議決権の100％を保有しております。 

  

 

種類 
会社等の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

役員お

よびそ

の近親

者が議

決権の

過半数

を所有

してい

る会社

等 

㈱三孝社 
東京都 

港区 
50 資産管理 

(被所有)
直接16.66

事務所の 

賃借 

敷金の返還 3 

投資その他

の資産 

その他（長

期保証金） 

132

賃借料 137 － －

役員の兼任        
 

種類 
会社等の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）

役員お

よびそ

の近親

者 

髙松 孝之 － － 
当社取締役 

名誉会長 
(被所有)
直接23.92

工事の請負 完成工事高 172 

受取手形・

完成工事未

収入金等 

142

髙松 孝育 － － － 
(被所有)
直接6.11

工事の請負 完成工事高 249 

受取手形・

完成工事未

収入金等 

53

役員お

よびそ

の近親

者が議

決権の

過半数

を所有

してい

る会社

等 

㈱三孝社 
東京都 

港区 
50 資産管理 

(被所有)
直接16.66

事務所の 

賃借 

敷金の預入 59 

投資その他

の資産 

その他（長

期保証金） 

552

賃借料 529 － －

賃貸建物の

維持管理契

約受託 

管理料 37 

受取手形・

完成工事未

収入金等 

2

役員の兼任        

芦屋棉業㈱ 
神戸市 

東灘区 
60 

不動産賃貸

業 
－ 

賃貸建物の

維持管理契

約受託 

管理料 23 

受取手形・

完成工事未

収入金等 

0

役員の兼任        
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当連結会計年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日) 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 
  

(注) １．取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  事務所の賃借料および敷金については、近隣の取引事例を参考に決定しております。 

３．㈱三孝社は、当社代表取締役髙松孝嘉、当社取締役髙松孝年の両氏の近親者が議決権の100％を

保有しております。 
  

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 
  

(注) １．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）賃貸建物の維持管理料および工事の請負代金については、一般の取引条件と同様に決定してお

ります。 

(2）事務所の賃借料および敷金については、近隣の取引事例を参考に決定しております。 

３．㈱三孝社は、当社代表取締役髙松孝嘉、当社取締役髙松孝年の両氏の近親者が議決権の100％を

保有しております。 

４．芦屋棉業㈱は、当社取締役名誉会長髙松孝之氏が議決権の100％を保有しております。 

         ５. (同)孝兄社は、当社取締役名誉会長髙松孝之氏が議決権の100％を保有しております。 

 

種類 
会社等の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

 

役員お

よびそ

の近親

者が議

決権の

過半数

を所有

してい

る会社

等 

㈱三孝社 
大阪市 

北区 
50 資産管理 

(被所有)
直接13.79

事務所の 

賃借 

敷金の返還 16 

投資その他

の資産 

その他（長

期保証金） 

115

賃借料 118 － －

役員の兼任        
 

種類 
会社等の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有 

(被所有) 
割合(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）

役員お

よびそ

の近親

者 

髙松 孝之 － － 
当社取締役 

名誉会長 
(被所有) 
直接24.69

工事の請負 完成工事高 35 － －

役員お

よびそ

の近親

者が議

決権の

過半数

を所有

してい

る会社

等 

㈱三孝社 
大阪市 

北区 
50 資産管理 

(被所有) 
直接13.79

事務所の 

賃借 

敷金の返還 40 

投資その他

の資産 

その他（長

期保証金） 

511

賃借料 533 － －

工事の請負 完成工事高 29 

受取手形・

完成工事未

収入金等 

4

賃貸建物の

維持管理契

約受託 

管理料 35 

受取手形・

完成工事未

収入金等 

0

役員の兼任        

芦屋棉業㈱ 
神戸市 

東灘区 
60 

不動産賃貸

業 
－ 

賃貸建物の

維持管理契

約受託 

管理料 26 

受取手形・

完成工事未

収入金等 

0

役員の兼任        

(同)孝兄社 
兵庫県 

宝塚市 
50 資産管理 

(被所有）
直接1.03 

賃貸建物の

維持管理契

約受託 

管理料 11 

受取手形・

完成工事未

収入金等 

2

役員の兼任        
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(１株当たり情報) 

  

(注) １．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

  

(注) ２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

  

 

  
前連結会計年度 

(自 2016年４月１日 
至 2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,673.89円 2,861.26円 

１株当たり当期純利益 183.13円 223.39円 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  潜在株式がないため記載し
ておりません。 

 潜在株式がないため記載し
ておりません。 

 

  
前連結会計年度 
(2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(2018年３月31日) 

純資産の部の合計額 (百万円) 110,555 113,992 

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 14,245 14,367 

(うち非支配株主持分) (百万円) （14,245） （14,367）

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 96,310 99,625 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数 

(千株) 36,018 34,818 
 

  
前連結会計年度 

(自 2016年４月１日 
至 2017年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日) 

親会社株主に帰属する当期純
利益 

(百万円) 6,596 7,957 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － － 

普通株式に係る親会社株主に
帰属する当期純利益 

(百万円) 6,596 7,957 

普通株式の期中平均株式数 (千株) 36,018 35,618 
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(重要な後発事象) 

（株式取得による子会社化） 

当社の子会社である髙松建設㈱は2018年４月２日付けで、㈱ミブコーポレーションの全株式を取得し、子会

社化いたしました。 

（１）企業結合の概要 

   ①被取得企業の名称およびその事業の内容 

     被取得企業の名称：㈱ミブコーポレーション 

     事業内容：不動産売買および仲介、不動産賃貸および管理、不動産賃貸借の仲介 

  ②企業結合を行った主な理由 

 髙松建設㈱は、土地活用提案による賃貸住宅建設を得意としておりますが、近年はそのコンサルティン

グ能力を賃貸住宅以外にも展開し非住宅分野のシェアを拡大させております。また、売上高は数年前から

首都圏が本社のある関西圏を上回っており、今後も首都圏でのさらなる受注拡大を目指しております。 

 ㈱ミブコーポレーションは、1980 年の創業以来東京城南エリアをベースに幅広い不動産のニーズに応え

る事業を展開してきた会社で、地域内で圧倒的なブランド力と豊富な顧客、不動産情報を有しておりま

す。 

 本子会社化により髙松建設㈱が㈱ミブコーポレーションの持つ情報を活用して建築工事受注機会の増大

をはかり、㈱ミブコーポレーションは当社グループ参入で財務基盤を強化し不動産取扱い規模の拡大をは

かるなど、シナジー効果の発揮により企業価値の向上を目指してまいります。 

③企業結合日 

 2018年４月２日 

④企業結合の法的形式 

 現金を対価とする株式の取得 

⑤結合後企業の名称 

 変更はありません。 

⑥取得した議決権比率 

 100％ 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 

 髙松建設㈱が現金を対価として株式を取得したためであります。 

（２）被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳 

   取得の対価 現金 2,500百万円 

   取得原価     2,500百万円 

（３）主要な取得関連費用の内容および金額 

   アドバイザリーに対する報酬・手数料等 65百万円 

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間 

    現時点では確定しておりません。 

 （５）企業結合日に受け入れた資産および引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

    現時点では確定しておりません。 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 
  

(注) １．「平均利率」については、当期末借入金残高がないため記載しておりません。 

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリ

ース債務を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。 

  

【資産除去債務明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

  当連結会計年度における四半期情報等 
  

  

  

区分 
当期首残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定のリース債務 153 158 － － 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

－ － － － 

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

282 241 － 2019年～2025年 

合計 435 399 － － 
 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

リース債務 89 61 47 21 
 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度 

売上高 (百万円) 52,566 112,022 176,561 245,107 

税金等調整前四半期
(当期)純利益 

(百万円) 1,964 5,227 8,796 12,527 

親会社株主に 
帰属する四半期 
(当期)純利益 

(百万円) 1,057 2,810 4,787 7,957 

１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 29.35 78.24 133.91 223.39 
 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

１株当たり 
四半期純利益 

(円) 29.35 48.95 55.83 89.99 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(2017年３月31日) 
当事業年度 

(2018年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金預金 16,364 9,012 

    販売用不動産 1,138 1,123 

    その他 483 654 

    貸倒引当金 △0 △0 

    流動資産合計 17,986 10,790 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 3,529 4,376 

        減価償却累計額 △2,227 △2,227 

        建物（純額） 1,301 2,148 

      構築物 94 105 

        減価償却累計額 △74 △77 

        構築物（純額） 20 27 

      機械及び装置 102 356 

        減価償却累計額 △95 △101 

        機械及び装置（純額） 6 255 

      工具器具・備品 78 95 

        減価償却累計額 △53 △66 

        工具器具・備品（純額） 24 28 

      土地 4,817 7,624 

      建設仮勘定 3 － 

      有形固定資産合計 6,174 10,084 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 0 0 

      その他 0 0 

      無形固定資産合計 0 0 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 1,714 1,723 

      関係会社株式 8,385 8,508 

      その他 138 132 

      貸倒引当金 △0 － 

      投資その他の資産合計 10,238 10,363 

    固定資産合計 16,413 20,448 

  資産合計 34,399 31,238 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(2017年３月31日) 
当事業年度 

(2018年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    不動産事業未払金 211 166 

    未払金 27 33 

    未払法人税等 15 15 

    不動産事業受入金 5 5 

    賞与引当金 14 22 

    役員退職慰労引当金 － 50 

    その他 44 45 

    流動負債合計 319 339 

  固定負債     

    再評価に係る繰延税金負債 40 40 

    繰延税金負債 224 227 

    退職給付引当金 30 34 

    未払役員退職金 502 502 

    長期預り保証金 105 104 

    固定負債合計 903 910 

  負債合計 1,222 1,250 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 5,000 5,000 

    資本剰余金     

      資本準備金 272 272 

      資本剰余金合計 272 272 

    利益剰余金     

      利益準備金 978 978 

      その他利益剰余金     

        別途積立金 28,270 28,270 

        繰越利益剰余金 3,688 3,680 

      利益剰余金合計 32,936 32,928 

    自己株式 △4,296 △7,483 

    株主資本合計 33,911 30,716 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 568 574 

    土地再評価差額金 △1,303 △1,303 

    評価・換算差額等合計 △734 △728 

  純資産合計 33,176 29,988 

負債純資産合計 34,399 31,238 
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② 【損益計算書】 

  

                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 2016年４月１日 
 至 2017年３月31日) 

当事業年度 
(自 2017年４月１日 
 至 2018年３月31日) 

売上高     

  不動産事業売上高 331 343 

  関係会社受取配当金 2,378 2,768 

  関係会社受入手数料 1 1 

  売上高合計 2,711 3,113 

売上原価     

  不動産事業売上原価 322 307 

  売上原価合計 322 307 

売上総利益     

  不動産事業総利益 9 35 

  その他の売上総利益 2,380 2,770 

  売上総利益合計 2,389 2,805 

販売費及び一般管理費 ※  820 ※  1,110 

営業利益 1,568 1,695 

営業外収益     

  受取利息 0 0 

  受取配当金 49 47 

  その他 1 2 

  営業外収益合計 51 49 

営業外費用     

  支払利息 0 － 

  自己株式取得費用 － 31 

  その他 － 0 

  営業外費用合計 0 31 

経常利益 1,619 1,713 

特別利益     

  投資有価証券売却益 42 － 

  特別利益合計 42 － 

特別損失     

  固定資産除却損 2 0 

  減損損失 0 － 

  特別損失合計 3 0 

税引前当期純利益 1,658 1,712 

法人税、住民税及び事業税 3 3 

法人税等合計 3 3 

当期純利益 1,655 1,708 
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【不動産事業売上原価報告書】 

  

(注) １．原価計算の方法は、個別原価計算であります。 

２．販売用不動産売上原価のうち販売用不動産の収益性の低下にもとづく簿価の切下げ額は、前事業年度９百

万円、当事業年度15百万円であります。 

  

 

    
前事業年度 

(自 2016年４月１日 
至 2017年３月31日) 

当事業年度 
(自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日) 

区分   金額（百万円） 
構成比 
(％) 

金額（百万円） 
構成比 
(％) 

販売用不動産売上原価   15 4.9 15 4.9 

不動産賃貸原価   306 95.1 292 95.1 

合計   322 100.0 307 100.0 
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③ 【株主資本等変動計算書】 

  前事業年度(自 2016年４月１日 至 2017年３月31日) 

  

  

  (単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 5,000  272 272 978 28,270 3,365  32,613 

当期変動額               

剰余金の配当           △792  △792 

剰余金の配当（中間

配当） 
          △540  △540 

当期純利益           1,655  1,655 

自己株式の取得               

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 
              

当期変動額合計 － － － － － 323  323 

当期末残高 5,000  272 272 978 28,270 3,688  32,936 
 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △4,296  33,588 601 △1,303 △701 32,886  

当期変動額             

剰余金の配当   △792       △792  

剰余金の配当（中間

配当） 
  △540       △540  

当期純利益   1,655       1,655  

自己株式の取得 － －       － 

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 
    △33 － △33 △33  

当期変動額合計 － 323 △33 － △33 290  

当期末残高 △4,296  33,911 568 △1,303 △734 33,176  
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  当事業年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日) 

  

  

 

  (単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 5,000  272 272 978 28,270 3,688  32,936 

当期変動額               

剰余金の配当           △1,008  △1,008 

剰余金の配当（中間

配当） 
          △708  △708 

当期純利益           1,708  1,708 

自己株式の取得               

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 
              

当期変動額合計 － － － － － △7  △7 

当期末残高 5,000  272 272 978 28,270 3,680  32,928 
 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △4,296  33,911 568 △1,303 △734 33,176  

当期変動額             

剰余金の配当   △1,008       △1,008  

剰余金の配当（中間

配当） 
  △708       △708  

当期純利益   1,708       1,708  

自己株式の取得 △3,186  △3,186       △3,186  

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額（純

額） 
    6 － 6 6  

当期変動額合計 △3,186  △3,194 6 － 6 △3,188  

当期末残高 △7,483  30,716 574 △1,303 △728 29,988  
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【注記事項】 

(重要な会計方針) 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1) 子会社株式および関連会社株式 

 移動平均法による原価法によっております。 
  

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等にもとづく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)によっております。 
  

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 
  
２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

販売用不動産 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下にもとづく簿価切下げの方法により算定）によっておりま

す。 
  
３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）ならびに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備および構築物については、定額法によっております。 

なお、耐用年数および残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 
  

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）にもとづいております。 
  
４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
  

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度対応額を計上しております。
  

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に充てるため、当社規程および当社取締役会決議にもとづく支給見込額を計上してお

ります。 
  

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額にもとづき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法に

より費用処理しております。 
  
５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務

諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 
  

(2) 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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(損益計算書関係) 
    

※   販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度1.1％、当事業年度4.8％、一般管理費に属する費用

のおおよその割合は前事業年度98.9％、当事業年度95.2％であります。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。 

  
  

(有価証券関係) 

子会社株式 

前事業年度(2017年３月31日) 
  

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式 

  市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上記の「子会社株式」に

は含めておりません。 

  

当事業年度(2018年３月31日) 
  

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式 

  市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上記の「子会社株式」に

は含めておりません。 

  

 

  
前事業年度 

(自 2016年４月１日 
至 2017年３月31日) 

当事業年度 
(自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日) 

役員報酬 258百万円 287百万円 

従業員給料手当 207  254  

賞与引当金繰入額 12  19  

役員退職慰労引当金繰入額 －  50  

減価償却費 11  17  

雑費 126  164  
 

種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

子会社株式 3,274 34,766 31,492 
 

種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

子会社株式 5,111 
 

種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

子会社株式 3,274 42,358 39,084 
 

種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

子会社株式 5,234 
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(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

 

  
前事業年度 

(2017年３月31日) 
 

当事業年度 
(2018年３月31日) 

繰延税金資産          

  未払役員退職金 153百万円   153百万円 

  投資有価証券評価損 17    17  

  関係会社株式 29    29  

  譲渡損益調整勘定 309    309  

  繰越欠損金 968    1,260  

  その他 33    56  

  繰延税金資産小計 1,513    1,827  

  評価性引当額 △1,509    △1,823  

繰延税金資産合計 3    3  

繰延税金負債         

  その他有価証券評価差額金 △224    △227  

  その他 △3    △3  

繰延税金負債合計 △228    △231  

繰延税金負債の純額 △224    △227  
 

  
前事業年度 

(2017年３月31日) 
 

当事業年度 
(2018年３月31日) 

法定実効税率 30.8％   30.8％ 

（調整）         

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6    0.7  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △44.3    △50.0  

評価性引当額の増減 12.8    18.4  

複数税率による影響 0.1    0.1  

その他 0.2    0.2  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.2    0.2  
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

該当事項はありません。 

銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額

(百万円) 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

リゾートトラスト㈱ 336,960 752 

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,851,530 354 

㈱ケー・エフ・シー 91,000 189 

㈱池田泉州ホールディングス 343,926 137 

㈱りそなホールディングス 231,265 129 

中山福㈱ 71,000 53 

東洋テック㈱ 38,000 45 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 54,450 37 

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 5,134 22 

計 3,023,265 1,723 
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【有形固定資産等明細表】 

(注) 当期増加額の主なものは、 TCG芝第２ビル取得費用4,228百万円（土地：3,342百万円、建物：885百万円

他）であります。 

   当期減少額の主なものは、四天王寺ビル等の譲渡729百万円（土地：535百万円、建物：194百万円他）で

あります。 

  
【引当金明細表】 

  

(注)  ※ 一般債権の貸倒実績率にもとづく洗替による戻入額であります。 

  

(2) 【主な資産及び負債の内容】 

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

   
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

資産の種類 
当期首残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産               

  建物 3,529 1,043 195 4,376 2,227 88 2,148 

  構築物 94 10 － 105 77 3 27 

  機械及び装置 102 292 38 356 101 43 255 

  工具器具・備品 78 16 0 95 66 12 28 

  土地 4,817 3,342 535 7,624 － － 7,624 

 建設仮勘定 3 － 3 － － － － 

有形固定資産計 8,626 4,704 773 12,557 2,473 147 10,084 

無形固定資産               

  ソフトウェア 1 － － 1 1 0 0 

  その他 0 －  －  0 － － 0 

無形固定資産計 1 －  －  1 1 0 0 
 

区分 
当期首残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 0 0 － ※        0 0 

賞与引当金 14 22 14 － 22 

役員退職慰労引当金 － 50 － － 50 
 

― 76 ―



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 当社においては、単元未満株主は次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を定款で定めてお

ります。 

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日（中間配当） 
３月31日（期末配当） 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
（特別口座） 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 
（特別口座） 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 ―――― 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載しておこない
ます。 
公告掲載URL 
https://www.takamatsu-cg.co.jp/ir/ 

株主に対する特典 

基準日 毎年３月31日 

特典内容 

「南魚沼産コシヒカリ（新米）」を贈呈 

 ・500株以上を５年以上ご所有の株主様……５kgを２袋 

 ・それ以外の100株以上ご所有の株主様……５kgを１袋 

  ※贈呈に代えて、社会貢献活動への寄付をお選びいただけます。 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

   

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において提出した金融商品取引法第25条第１項各号

に掲げる書類は、次のとおりであります。 

  

(1) 有価証券報告書およびその添付書類ならびに有価証券報告書の確認書 

  

(2) 内部統制報告書およびその添付書類 

  

(3) 四半期報告書および四半期報告書の確認書 

  

(4) 自己株券買付状況報告書 

  

事業年度(第52期) 自 2016年４月１日 至 2017年３月31日 2017年６月23日 

関東財務局長に提出 
 

事業年度（第52期） 自 2016年４月１日 至 2017年３月31日 2017年６月23日 

関東財務局長に提出 
 

(第53期第１四半期) 自 2017年４月１日 至 2017年６月30日 2017年８月10日 

関東財務局長に提出 

      
(第53期第２四半期) 自 2017年７月１日 至 2017年９月30日 2017年11月14日 

関東財務局長に提出 

      
(第53期第３四半期) 自 2017年10月１日 至 2017年12月31日 2018年２月14日 

関東財務局長に提出 
 

(報告期間) 自 2017年７月１日 至 2017年７月31日 2017年８月10日 

関東財務局長に提出 

      
(報告期間) 自 2017年８月１日 至 2017年８月31日 2017年９月８日 

関東財務局長に提出 

      
(報告期間) 自 2017年９月１日 至 2017年９月30日 2017年10月６日 

関東財務局長に提出 
 

      
(報告期間) 自 2018年１月１日 至 2018年１月31日 2018年２月15日 

関東財務局長に提出 

      
 

(報告期間) 自 2018年２月１日 至 2018年２月28日 2018年３月16日 

関東財務局長に提出 

      
(報告期間) 自 2018年３月１日 至 2018年３月31日 2018年４月13日 

関東財務局長に提出 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 
該当事項はありません。 
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【表紙】   

【提出書類】 内部統制報告書  

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項  

【提出先】 関東財務局長  

【提出日】 2018年６月28日  

【会社名】 株式会社髙松コンストラクショングループ  

【英訳名】 TAKAMATSU CONSTRUCTION GROUP CO.,LTD.  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 吉武 宣彦  

 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。  

 

【本店の所在の場所】 大阪市淀川区新北野一丁目２番３号  

 

【縦覧に供する場所】 株式会社髙松コンストラクショングループ 東京本社 

（東京都港区芝四丁目８番２号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】 

 当社代表取締役社長吉武宣彦は、当社および連結子会社（以下「当社グループ」という）の財務報告に係る内部

統制の整備および運用に関する責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及

び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示さ

れている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制の整備および運用をおこなっております。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合

理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により、財務報告の虚偽記載

を完全には防止または発見することができない可能性があります。 

  

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である2018年３月31日を基準日として実施いたしました。

評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠いたしました。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（以下「全社的な内部統制」と

いう）の評価をおこなったうえで、その結果を踏まえて評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業

務プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析したうえで、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼ

す統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備および運用状況を評価することによって、内部統制の有

効性に関する評価を実施いたしました。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社グループについて、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観

点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的および質的影響の重要

性を考慮して決定しており、当社および連結子会社10社を対象としておこなった全社的な内部統制の評価結果を踏

まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定いたしました。なお、当社グループのうち連結子会

社８社は、金額的および質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりま

せん。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の当連結会計年度の売上高見込（連結会社間取

引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、当連結会計年度の連結売上高見込の概ね２／３に達する青木あす

なろ建設株式会社、髙松建設株式会社およびみらい建設工業株式会社を「重要な事業拠点」といたしました。選定

した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として、完成工事高、不動産事業売上

高、完成工事未収入金、未成工事支出金、不動産事業支出金および販売用不動産に至る業務プロセスを評価の対象

といたしました。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、

重要な虚偽記載の発生する可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクの大き

い取引をおこなっている事業または業務に係る業務プロセスを、財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務

プロセスとして評価対象に追加いたしました。 

  

３ 【評価結果に関する事項】 

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効であると判断

いたしました。 

  

４ 【付記事項】 

該当事項はありません。  

５ 【特記事項】 

該当事項はありません。  



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

  

2018年６月27日

株式会社髙松コンストラクショングループ 

取締役会  御中 

  

  

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社髙松コンストラクショングループの2017年４月１日から2018年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査

を行った。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社髙松コンストラクショングループ及び連結子会社の2018年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

  

  
 

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 近  藤  康  仁 ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 桃  原  一  也 ㊞ 
 



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社髙松コンストラクシ

ョングループの2018年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、株式会社髙松コンストラクショングループが2018年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 

  

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。 
 



独立監査人の監査報告書 

  

2018年６月27日

株式会社髙松コンストラクショングループ 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社髙松コンストラクショングループの2017年４月１日から2018年３月31日までの第53期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につ

いて監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社髙松コンストラクショングループの2018年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  
 

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 近  藤  康  仁 ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 桃  原  一  也 ㊞ 
 

  

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。 
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